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平成２６年度第３四半期の保安検査の実施状況について 

 

平成２７年２月４日 

原 子 力 規 制 庁 

 

 

平成２６年度第３四半期（１０月～１２月）に実施した核原料物質、核燃料物
質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）に基づく
保安検査の結果等を報告する。 
 
Ⅰ．発電用原子炉施設に係る保安検査について（別添１参照） 

 
１．発電用原子炉施設（特定原子力施設及び廃止措置中のものを除く） 

 
（１）平成２６年度第３回保安検査の結果 

①検査の目的 

原子力発電所の安全を確保するために発電用原子炉設置者及びその従業者
が守らなければならない保安規定※１の遵守状況に関して、原子炉等規制法第
４３条の３の２４第５項の規定に基づき、確認を行うものである。 
※１ 保安規定は、以下の業務等が定められている。 

品質保証、体制及び評価、運転管理業務、燃料管理業務、放射性廃棄物管理業務、放射

線管理業務、保守管理業務、緊急時の措置、保安教育、記録及び報告 

 

②検査実施期間及び検査実施者 
別表１－１に示す期間（２週間程度）、各原子力規制事務所に駐在してい

る原子力保安検査官他が実施した。 

 
③検査内容 

別表１－１に示すとおり、各原子力規制事務所が発電所ごとに、保安活動
の実施状況に着目した検査項目を設定し、施設への立入り、物件検査及び関
係者への質問を行い、保安規定の遵守状況を確認した。 

 

④検査結果 
検査の結果は、別表１－１に示すとおりである。このうち「監視」※２に該

当する事象が、東京電力株式会社福島第二原子力発電所において１件（電源
機能等喪失時の体制の整備に係る保安活動の一部実施不備について）及び四
国電力株式会社伊方発電所において１件（伊方発電所における記録の紛失及
び不適合管理の不備について）、合計２件確認された。詳細な内容は、別表
１－２のとおり。 

※２ 保安規定違反のうち、影響が軽微な場合には「監視」として区分している。 

 
（２）安全確保上重要な行為の保安検査結果について 

①検査の目的 
事業者が行う原子炉の起動・停止、燃料の装荷・取出し等、安全確保上重

要な行為に対し、原子炉等規制法第４３条の３の２４第５項及び実用発電用
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原子炉の設置、運転等に関する規則第９３条第２項の規定に基づき、確認を
行うものである。 

 
②検査内容 

今回の検査においては、別表１－３に示す発電所（号機）に対し、保安活
動の実施状況に着目した検査項目を設定し、施設への立入り、物件検査及び
関係者への質問を行い、保安規定の遵守状況を確認した。 

 
③検査結果 

検査の結果、各発電所（号機）においては、所内で定められた手順書等に
従い、安全確保上重要な行為の保安活動が適切に実施されており、保安規定
違反に該当する事象は認められなかった。 

 
（３）保安検査期間外の保安規定違反について 

平成２６年度第３四半期では、保安検査期間外において、保安規定違反に該
当する事象は認められなかった。 

 

 
２．特定原子力施設（東京電力株式会社福島第一原子力発電所） 

 

（１）平成２６年度第３回保安検査の結果 

①検査の目的 

平成２５年８月１４日に認可された、福島第一原子力発電所に設置する特
定原子力施設の実施計画（以下「実施計画」という。）に定める保安のため
の措置※３の実施状況に関して、原子炉等規制法第６４条の３第７項の規定に
基づき、確認を行うものである。 
※３ 実施計画第Ⅲ章「特定原子力施設の保安」に定められている、従来の保安規定に相当

する部分。 

 
②検査実施期間及び検査実施者 

別表１－４に示す期間、福島第一原子力規制事務所に駐在している原子力
保安検査官他が実施した。 

 

③検査内容 
別表１－４に示すとおり、福島第一原子力規制事務所が、実施計画に定め

る保安のための措置に着目した検査項目を設定し、施設への立入り、物件検
査、関係者への質問を行い、実施計画に定める保安の措置の実施状況を確認
した。 

 
④検査結果 

検査の結果、別表１－４に示すとおり、実施計画の違反に該当する事象は

認められなかった。 

 
（２）保安のための措置上必要と認める保安検査結果について 

①検査の目的 
事業者が行う行為に対し、原子力規制委員会が、実施計画に定める保安の

ための措置の適正な実施を確保するため必要と認める場合、原子炉等規制法
第６４条の３第７項及び東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設
の保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則第４０条第２項の規定に基づ
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き、確認を行うものである。 
 
②検査内容 

平成２５年１１月１３日から平成２６年１２月２５日の間、福島第一原子
力発電所４号機使用済燃料プールからの燃料取出し作業に対し、記録の確認
及び必要に応じて現場立会を行うことにより、実施計画に定める保安の措置
の実施状況を確認した。 

 
③検査結果 

平成２６年１２月２５日までに、使用済燃料プールに保管されている燃料
集合体１５３３体の移送が完了し、実施計画に従って行われていないと判断
される事象は認められなかった。 

 
（３）保安検査期間外の実施計画違反について 

平成２６年度第３四半期では、保安検査期間外において、「監視」に該当す
る事象が１件（配管未接続部からの多核種除去設備処理水漏えいについて）確
認された。詳細な内容は別表１－５のとおり。 

 

３．運転上の制限の逸脱に対する立入検査結果等について  

平成２６年度第３四半期では、発電用原子炉施設（特定原子力施設を含む）
において運転上の制限を逸脱した事象は発生しなかった。 

 
 
Ⅱ.核燃料施設等に係る保安検査について（別添２参照） 
 
１．平成２６年度第３回保安検査の結果 
（１）検査の目的 

加工施設、試験研究用等原子炉施設、発電用原子炉施設（廃止措置中のも
のに限る）、再処理施設、廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設及び核燃料物質
の使用施設（以下「核燃料施設等」という。）に係る原子力安全を確保する
ために、加工事業者、試験研究用等原子炉設置者、発電用原子炉設置者、再
処理事業者、廃棄事業者、使用者及びそれらの従業者が守らなければならな
い保安規定の遵守状況に関して、原子炉等規制法第２２条第５項、第３７条
第５項、第４３条の３の２４第５項、第５０条第５項、第５１条の１８第５
項又は第５６条の３第５項の規定に基づき、確認を行うものである。 

 
（２）検査実施期間及び検査実施者 

別表２－１に示す期間において、各原子力規制事務所に駐在している原子
力保安検査官他が実施した。 

 
（３）検査内容 

今回の検査においては、別表２－１に示すとおり事業所ごとに、保安活動
の実施状況に着目した検査項目及び重点検査項目等を設定し、施設への立入
り、物件検査及び関係者への質問を行い、保安規定の遵守状況を確認した。 

 
（４）検査結果 

検査結果は、別表２－１に示すとおりである。このうち、「保安規定違反」
に該当する事象が、独立行政法人日本原子力研究開発機構大洗研究開発セン
ター（北地区）において１件（材料試験炉※４（以下「ＪＭＴＲ」という。）
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における保安活動の実施不備）確認された。 
また、「監視」に該当する事象が、同機構原子力科学研究所において１件

（高減容処理施設※４の防護手引における火災対応の未整備）確認された。 
詳細は別表２－２のとおり。 
※４ 試験研究用等原子炉施設と核燃料物質の使用施設の供用施設。 

 
①大洗研究開発センター（北地区） 

ＪＭＴＲの第３排水系貯槽（Ⅱ）において、同排水系の老朽化による
不具合に伴い排水が滞り、平成２５年６月２０日、廃樹脂貯槽液面高の
警報装置が作動した。その後１年以上にわたり警報装置が作動し続け、
平成２６年９月１１日、当該貯槽から放射性物質を含む汚染水が建屋内
１階（非管理区域)へ漏えいした。本事案は、非管理区域への放射性物質
の漏えいとして、原子炉等規制法に基づき原子力規制委員会へ報告され
た。 

警報装置が作動した場合の措置として、状況及び原因に係る調査は行
われていたが、警報装置が作動する原因の除去を含め、通常運転状態へ
復旧させるための措置が適切に講じられていなかったこと及び組織内に
おいて必要な業務報告を怠っていたことが確認されたことから「保安規
定違反」と判定する。 

本違反に係る原因究明、再発防止策については、上記非管理区域への
放射性物質の漏えいと密接に関連することから、当該事象に係る法令報
告の評価及び今後の保安検査等を通じて確認していくこととする。 

 
②原子力科学研究所 

高減容処理施設のうち金属溶融設備及び焼却・溶融設備に関して、当
該施設は、放射性物質を処理する運転（ホット運転）が可能な状態であ
ったが、当該施設の防護活動手引のうち、核燃料物質等で汚染された物
を扱う場合の火災対応が未整備であったことが確認された。当該施設の
金属溶融設備及び焼却・溶融設備は、ホット運転が可能な状態ではある
が、これまで核燃料物質等で汚染された物を扱っていないことを踏まえ
「監視」と判定する。 

 
２．保安検査期間外の保安規定違反について 

平成２６年度第３四半期では、保安検査期間外において、保安規定違反に該
当する事象は認められなかった。  
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発電用原子炉施設に係る保安検査結果報告 

別表１－１：平成２６年度第３回保安検査 検査項目及び検査結果 

(１／１７) 

発電所名 北海道電力株式会社泊発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月５日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は、保安検査実施方針*1）に基づく検査項目。） 
①不適合管理の実施状況 

②新規制基準を踏まえた安全対策の実施状況（東京電力株式会社福島第一原子力
発電所事故を踏まえた緊急安全対策等の実施状況） 

③放射線管理の実施状況 

④過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況 

⑤不適合等管理委員会における不適合管理の実施状況（抜き打ち検査） 

⑥協力会社の放射線防護の実施状況（抜き打ち検査） 

 
２）追加検査項目*2) 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「不適合管理の実施状況」「新規制基準を踏まえた
安全対策の実施状況（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊
急安全対策等の実施状況）」「放射線管理の実施状況」「過去の違反事項（監視）
に係る改善措置状況」「不適合等管理委員会における不適合管理の実施状況（抜
き打ち検査）」及び「協力会社の放射線防護の実施状況（抜き打ち検査）」を基
本検査項目として検査を実施した。 

基本検査の結果「不適合管理の実施状況」については、保安規定及び社内規程
に基づき、管理区分を設定し、原因の分析、是正・予防処置を実施するとともに、
各課からの進捗状況や完了予定の確認を行い、当該処理を促進する活動を行って
いることを確認した。 

「新規制基準を踏まえた安全対策の実施状況（東京電力株式会社福島第一原子
力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等の実施状況）」については、緊急安全対
策等として進めてきた「敷地海岸部への防潮堤設置工事」「新規貯水設備の設置
工事」「電路等設置工事」「防火帯設置工事」等が計画に基づき進捗しており、
また、配備した資機材については、要則に基づく維持・管理を適切に実施してい
ることを確認した。 

「放射線管理の実施状況」については、社内規程に従い、管理区域の設定・変
更・解除の管理、放射線業務従事者の被ばく管理、管理区域からの物品移動管理、
協力会社の放射線防護を適切に実施していることを確認した。 

「過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況」については「泊発電所不適合
是正管理要領」に基づき、処置担当課である工事担当課及び品質保証室が直接原
因分析を行い、その結果を踏まえ、再発防止対策を実施していること、また、背
後要因を抽出するための根本原因分析（ＲＣＡ）を行い、その結果に基づく対策
案について、分析チームからＲＣＡ委員会に対して報告していること等を確認し
た。 

「不適合等管理委員会における不適合管理の実施状況（抜き打ち検査）」につ
いては、今回の保安検査期間中に新規に発生した不適合はなかったが、不適合処
理状況確認に係る不適合等管理委員会に抜き打ちで立会を行い、設定した完了期
限を踏まえ、処置の進捗状況を確認するとともに、今後とも適切な処置を進めて
いくよう各課室に周知したことを確認した。 

「協力会社の放射線防護の実施状況（抜き打ち検査）」については「追加２)

２号機安全弁・逃し弁点検」の請負作業を選定し、抜き打ちで作業現場に立会を
行い、被ばく低減対策等の放射線防護上の措置が、放射線管理要領書に従い適切
に実施していることを確認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者か
ら施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視を行っ
た結果、問題となる事項は認められなかった。 

別添１ 

別添１ 
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*1）原子力規制委員会が示す保安検査の重点方針及び各規制事務所における前年度の評価結果を踏まえ、各

規制事務所が当該年度の検査で実施する項目及び実施時期を明確にしたもの。 

*2）保安規定違反の取扱に定める違反の区分で「違反」以上の判定を行った場合等に実施する検査。 

  

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保安

活動は、良好なものであったと判断する。 
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(２／１７) 

発電所名 東北電力株式会社東通原子力発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月５日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①品質マネジメントシステムの維持・改善状況 

②定期安全レビューの実施状況 

③過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況 

④保安教育の実施状況（抜き打ち検査） 

⑤防災訓練等の実施状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、「品質マネジメントシステムの維持・改善状況」、

「定期安全レビューの実施状況」、「過去の違反事項（監視）に係る改善措置

状況」等を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

基本検査の結果、「品質マネジメントシステムの維持・改善状況」について

は、今年度上期の品質保証活動に対する発電所長レビュー及びマネジメントレ

ビューにおいて、上期インプットの作成、上期アウトプットの決定及び品質方

針のレビューに係る文書の作成・確認・承認等の手続きが関係手順書等に従い

実施され、マネジメントレビューに基づくアウトプットが社内に周知されてい

ることを確認した。また、マネジメントレビューに基づくアウトプットを踏ま

え、実施部門の管理責任者は指示事項を発出する準備段階であることを確認し

た。 

「定期安全レビューの実施状況」については、「業務計画」及び「実施手順

書」が作成されており、“実施体制”“目的”“手順”“工程”等が明確に定

められていること、対象とすべき保安活動全てを評価対象としており、各保安

活動の目的、活動内容等を明確にした上で、中長期的な視点に立脚した評価の

実施及び評価の方法、より一層の安全性や信頼性の向上に向けた追加措置の検

討等について明確に定められていることを確認した。 

「過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況」については、平成２５年度

第２四半期の保安規定違反（監視）「女川原子力発電所の不適合に対する東通

原子力発電所における予防処置の一部未検討」に対する根本原因分析の結果を

踏まえ、再発防止対策の対象である「業務の計画および実施要領」の改訂版が

作成され確定前の審議の準備段階にあること及び当該文書及び対策内容を周

知するための教育資料の作成並びに説明会の実施にかかる計画が策定されて

いること等を確認した。 

「保安教育の実施状況」については、抜き打ち的手法を用いて、保安規定に

基づく手順書に従い、今年度の保安教育計画が作成され、必要に応じて計画を

見直し、計画された教育が漏れなく確実に実施されていることを記録により確

認した。また、上期マネジメントレビューのための発電所長レビューにおいて、

特段課題がないものとして評価されていることを確認した。 

「防災訓練等の実施状況」については、抜き打ち的手法を用いて、保安規定

に定める原子力防災組織の要員に対する緊急事態に対処するための訓練等が

今年度の計画どおり確実に実施されていることを確認した。また、保安規定に

定める“異常時の措置”を確実に実施するために必要な措置、対応手順が明確

に定められていることを確認した。更に、今回の保安検査期間中において発電

直による異常時の措置に係るシミュレータ訓練が計画されていたことから、こ

の訓練に立合い、異常時の状況把握、通報連絡、操作等が確実に実施されてい

ることを確認した。 

なお、異常時の措置に係るシミュレータ訓練への立会いに際しては、非常時

操作手順書等の異常時の措置に係る関連手順書及びその体系、対応フロー図等

をあらかじめ確認しておき、事象の進展とその対応手順を把握した上で、原子

力安全上重要なポイント及び発電直がチームとして対応する上で重要なポイ
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ントに着眼して立会いを実施した結果、実際に適切に対応されていることを確

認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者

からの施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目等に係る

保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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（３／１７) 
発電所名 東北電力株式会社女川原子力発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①不適合管理、是正処置、予防処置の実施状況 

②放射線管理の実施状況 

③巡視点検の実施状況 

④過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況 

⑤マネジメントレビュー等の実施状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、「不適合管理、是正処置、予防処置の実施状況」、

「過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況」、「マネジメントレビュー等

の実施状況（抜き打ち検査）」等を基本検査項目として選定し、検査を実施し

た。 

基本検査の結果、「不適合管理、是正処置、予防処置の実施状況」について

は、保安調査での情報を踏まえて不適合事象を抽出し、「不適合管理・是正処

置・予防処置要領」等に基づき、不適合事象検討会にて不適合管理に係る事象

説明、不適合区分の考え方、不適合処置、直接原因分析実施の要否、分析結果、

是正処置、予防処置等が適切に審議されていることを、不適合処置票の確認及

び不適合事象検討会に陪席し確認した。 

過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況については、平成２６年度第２

回保安検査における２号機地震後の設備健全性確認の記録不備の保安規定違

反（監視）について、発電用原子炉設置者（以下「事業者」という。）による

点検記録の再確認の実施及び改善措置の実施状況を確認した。 

２号機地震後の設備健全性確認に係る点検記録全数（約３３,０００機器、約

８２，０００ページ）について事業者が再確認した結果、前回の保安検査にお

いて判明した同様な記録不備が認められた。具体的には、構造的に存在しない

構成部位等の点検が記録上実施されている事象が２０７件、点検結果が「否」

にもかかわらず不適合管理を実施せずに次工程に進めた事象が２３件、点検結

果が「否」にもかかわらず不適合管理を実施しなかった事象（次工程に進めた

事象を除く）が１１４件、事業者が確認済みの当該点検記録をその後供給者が

訂正した事象が１６３件、記録と現場の銘板データが異なっているにもかかわ

らず事業者が内容確認済みとしている事象が３９２件、記録に記載漏れがある

にも係わらず事業者が内容確認済みとしている事象が１,１２８件、記録の訂

正に関して「文書管理・記録管理運用要領書」に則していない事象が２,１６

１件あることを事業者の報告により確認した。 

また、改善措置の実施状況については、事業者が実施している原因分析及び

再発防止対策の実施状況について確認したところ、点検結果が「否」にも係わ

らず不適合管理を実施しなかった事象の一部が、直接原因分析の対象に含まれ

ていないことを確認したことから、この件を含めて再度直接原因分析を実施

し、根本原因分析を実施するよう文書により指導することとした。 

なお、上記以外の安全維持点検結果について抜き打ち検査により確認したと

ころ、調達仕様書をもとに作成された工事要領書のとおり点検及び記録管理が

なされており、同様の問題がないことを確認した。 

マネジメントレビュー等の実施状況については、「マネジメントレビュー要

領」等に基づき、発電所長レビューが品質保証会議において実施され、インプ

ット情報として、「監査の結果」、「原子力安全の達成に関する外部の受け止

め方」、「プロセスの成果を含む実施状況ならびに検査及び試験の結果」等の

活動結果を分析及び評価していることを、女川原子力発電所品質保証会議議事

録で確認した。また、発電所長のアウトプットとして、「品質マネジメントシ

ステム及びそのプロセスの有効性の改善」、「業務の計画及び実施にかかわる
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改善」及び「資源の必要性」が示され、社長が実施するマネジメントレビュー

へのインプットとしていることを、原子力安全推進会議議事録等で確認した。  

さらに、原子力安全推進会議にて社長が実施したマネジメントレビューのア

ウトプットとして、「平成２６年度（上期）原子力品質マネジメントレビュー

のアウトプット」が発出されていることを確認した。この中で、特に「品質マ

ネジメントシステム及びそのプロセスの有効性の改善」については、第２回保

安検査において違反（監視）事項とされた点検記録の不備に対して、品質保証

活動に係る根本的な問題として、再発防止対策を立案し、浸透・徹底を図るこ

とが示され、この社長アウトプットに基づき、管理責任者（火力原子力本部長）

からは、品質保証活動の重要性を再認識するよう指示事項が発出されているこ

とを確認した。 

上記以外の検査項目についても、保安規定に基づき、各保安活動が適切に実

施されており、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、事業者からの施設の

運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視・定例試験（２

号機可燃性ガス濃度制御系手動起動試験）等への立会等を行った結果、特段問

題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、２号機地震後の設備健全性確認点検記録の不備に係る指導を除き、

良好なものであったと判断する。 
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(４／１７) 
発電所名 東京電力株式会社福島第二原子力発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①安全対策等の実施状況 

②内部監査の実施状況 

③放射性固体廃棄物管理の実施状況 

④火災発生時の対応の実施状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

保守管理の不備に係る保安規定違反の改善措置状況 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「安全対策等の実施状況」、「内部監査の実施状

況」、「放射性固体廃棄物管理の実施状況」及び「火災発生時の対応の実施状

況」を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

「安全対策等の実施状況」については、保安規定第１７条の２で規定してい

る電源機能喪失時における「要員の配置」、「要員に対する訓練」及び「資機

材の配備」のそれぞれに対する計画・実施・評価・改善の実施状況について確

認したところ、事業者が定める「原子力災害対策マニュアル」において原子力

事業者防災業務計画の策定等を規定しており、緊急時対策要員構成表の作成・

更新、防災訓練の実施、原子力防災資機材及び原子力防災資機材以外の資機材

の整備等について定められていることを確認した。しかし、保安規定第１７条

の２で規定している、「要員の配置」、「要員に対する訓練」が当該マニュア

ルに含まれており、実施されていることは確認できたものの、「資機材の配備」

の計画の策定や定期的な評価及び評価の結果に基づいて講じた必要な措置に

ついて明確に記載されていないため、保安規定に基づくこれらの活動が実施さ

れていなかった。したがって、保安規定第１７条の２の履行が不十分と判断し、

保安規定違反（監視）と判定した。本件については、今後の保安検査等におい

て、その改善状況について確認していくこととした。 

「内部監査の実施状況」については、平成２６年度品質監査計画策定方針に

基づき品質監査計画が策定され、業務品質監査が実施され、監査の結果に基づ

き品質監査報告書が作成されていることを確認した。業務品質監査の監査対象

である不適合事象については、不適合管理委員会の審議案件から抽出した対象

候補のリストが作成されているものの、業務品質監査対象として選定された不

適合案件及びその選定理由が明確にされていないことから改善を図るため指

摘した。 

「放射性固体廃棄物管理の実施状況」については、平成２６年度放射性固体

廃棄物管理計画は発生所管部門の過去の実績に基づく廃棄物発生予測量を踏

まえ、適正に策定されていることを確認した。平成２６年度は焼却設備やプラ

スチック固化設備の故障による稼働率の低下に伴い、可燃性の雑固体廃棄物や

濃縮廃液の減容・固形化処理について計画された処理量が達成できていない

が、放射性固体廃棄物貯蔵庫の保管能力に余裕があるため固体廃棄物管理上支

障がないことを確認した。照射廃棄物については、サイトバンカの保管能力に

余裕があること、使用済樹脂及びフィルタスラッジの貯蔵については、今後の

発生量によって対策が検討されることを確認した。 

雑固体廃棄物が保管される常設集積場所や仮設集積場所については、集積量

の管理目標値を定めて管理されており、放射線量の測定が定期的又は集積量変

動時に実施されていることを確認した。平成２６年度には雑固体廃棄物仮設集

積場所が１９箇所中３箇所解除されており、１２月に焼却設備の運転が再開さ

れているため、さらに解除される予定であることを確認した。 

「火災発生時の対応の実施状況」については、初期消火活動を行う要員が常

駐しており、要員に対する火災発生時の通報連絡体制を定めていること、保安

規定に定める化学消防自動車及び泡消火薬剤を配備していること、巡視要領に

より火災発生の有無を確認することを定めていること、初期消火活動のための
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総合的な訓練及び初期消火活動の結果の評価が実施されていること等を確認

した。また、一部の資機材が点検のため使用できない状態においても、緊急時

に必要とされる数量が確保できるよう資機材を充足する改善が図られること

を確認した。加えて、当直長席の消防機関への通報電話機、当直員が使用する

防火服、化学消防自動車、泡消火薬剤、耐熱服等の消防資機材、防火水槽等の

配備状況を現場確認した。 

「保守管理の不備に係る保安規定違反の改善措置状況」については、平成２

２年度に原子力安全・保安院が発出した文書「柏崎刈羽原子力発電所、福島第

一原子力発電所及び福島第二原子力発電所の点検周期を超過した機器におけ

る保安規定違反について（指示）」（２３原企課第１９号 平成２３年３月２

日）に対する改善措置状況を確認するため、組織要因（多数の点検機器を合理

的に管理するための必要な方法の不足）に対する再発防止対策（点検実績及び

点検周期に基づくシステムによる点検計画の自動作成）の実施状況を確認し、

１０月から運用が開始されたことを確認した。この再発防止対策については、

平成２６年１２月及び平成２７年４月に当該業務に係る有効性評価が行われ

る予定であることを確認したので今後の事業者の行う評価の状況を保安検査

等で確認していく。また、その他の組織要因及び直接要因に対する再発防止対

策については、保安活動の一環として定着していることを確認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者

からの施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、安全対策等の実施状況に係

る保安規定違反(監視)を除き、選定した検査項目に係る保安活動は、概ね良好

であったと判断する。 
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(５／１７) 

発電所名 東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月８日（月） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①マネジメントレビューの実施状況  

②内部監査の実施状況 

③放出管理用計測器の管理状況について 

④保安教育の実施状況について 

⑤運転管理 地震・火災等発生時の対応（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、「マネジメントレビューの実施状況」「内部監

査の実施状況」「放出管理用計測器の管理状況」「保安教育の実施状況」「転

管理 地震・火災等発生時の対応（抜き打ち検査）」を基本検査項目として選

定し、検査を実施した。 

平成２６年度上期の発電所長の行うマネジメントレビューが実施されたこと

から、保安規定第３条「５．６マネジメントレビュー」に関する活動状況を検

査した。 

平成２５年度マネジメントレビューからのアウトプット、「現場力の強化に

ついて、誰が何を出来るのかということをしっかりと管理し、ただ何かを実行

したと言うだけでなく、その後誰が何を出来るようになったかというマネジメ

ント側の現状把握を行うこと。」に対する柏崎刈羽原子力発電所における対応

として、現場力強化については、緊急設備の保全プログラムの確立、保全部員

によるアクシデントマネジメント（以下「ＡＭ」という。）を超えた事故への

対応力強化などについて取り組んでいることを平成２６年度上期発電所長の

行うレビュー議事録から確認した。マネジメント側の現状把握については、発

電所員の「力量管理票」に加え、実務に即した演習・研修に基づく現場力評価

を目的とした「人材育成カルテ」の整備が行われていることをフォローアップ

事項一覧表（平成２６年度上期本部長レビューインプット用）で確認した。更

に、アウトプット項目ではないものの、平成２５年度マネジメントレビューに

おける社長の総括コメントを受け、安全文化醸成活動の一環として、安全性向

上に着目した地道な取組を実践する所員を所長が表彰するなど、働きがいや誇

りの持てる職場風土の醸成に取り組んでいることを確認した。 

なお、マネジメントレビューの実施状況について、実施者である発電所長へ

のインタビューを行い、レビューの方針等について聴取した。 

発電所内部監査の実施状況について、平成２５年度の監査結果を踏まえ、目

的を明確にし、適切に計画・実施されているかを記録等により検査した。 

平成２５年度管理責任者レビューにおける品質監査活動の実施状況と評価よ

り策定された平成２６年度監査方針及び効率的な監査活動を目的とした監査

関連活動の方針に基づき、①原子力安全・品質向上の視点、②柏崎刈羽の復旧

に係る対応の視点、③現場の実態把握や情報共有・収集活動強化が平成２６年

度柏崎刈羽原子力発電所の監査計画として策定されていることを「平成２６年

度品質監査計画（柏崎刈羽品質・安全監査部）」により確認した。 

平成２６年度上期に建築グループ等９グループに対する監査を実施した結

果、臨時点検の業務内容が委託追加仕様書に記載されていなかった等の指摘事

項等を抽出している。指摘事項等の処置については、「原子力品質監査基本マ

ニュアル」に従い、柏崎刈羽品質・安全監査部が作成した「是正処置管理票」

に被監査部門が処置計画及び処置完了状況報告を記入し、それを柏崎刈羽品質

・安全監査部長が確認する管理を行っていることを確認した。 

また、監査関連活動方針に従い、不適合管理委員会等、所内の各種会議への

陪席や現場パトロールにより、発電所の課題、活動状況、設備管理状況等、現

場実態の把握に努めると共に、発電所長との意見交換についても今年度は２回
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実施していることを確認した。 

保安規定第９０条に定める放射性気体廃棄物、放射性液体廃棄物の放出管理

用計測器の管理が適切に実施されているかを記録等により検査した。 

検査の結果、「保守管理基本マニュアル」「計測器管理マニュアル」等に従

って、放出管理用計測器の点検、校正及び保管などの業務計画が「放射線・化

学管理用計測機器の点検・校正計画表」、「計測制御設備点検計画表」として

策定されていることを確認するとともに、適切に実施されたことを「計測器管

理台帳」等の記録で確認した。 

放出管理用計測器の数量及び使用不能となった場合の代替品については、「保

守管理基本マニュアル」「原子力発電所予備品・設備予備貯蔵品管理マニュア

ル」等に従って点検を行ない、確保されていることを「計測器管理台帳」等の

記録で確認した。 

代替品の現場保管状況に関しては、大湊側予備品倉庫、６／７号機サービス

建屋現場計器室で確認を行った結果、保管場所は代替品の性能維持、点検容易

性、運搬性等、「原子力発電所予備品・設備予備貯蔵品管理マニュアル」で要

求される条件を満足しており、代替品のサンプル確認においても、「予備品台

帳」の記録と相違なく保管され、適切に保管管理されていることを確認した。 

保安規定第１１９条に定める協力企業従業員への保安教育が、発電用原子炉

施設の運転、管理及び作業を円滑に行うために必要な教育として適切に実施さ

れているかを検査した。 

協力企業従業員に対して発電所入所時に実施する、安全上必要な教育等の保

安教育の内容、業務手順等が「保安教育マニュアル」に規定されている。それ

に基づいて柏崎刈羽原子力企業協議会に登録された講師が保安教育を実施し、

保安教育の結果は発電用原子炉設置者の主管グループに報告され、記録として

保管されていることを「構内業務登録・発電所立入許可申請書・構内作業従事

者登録申請書」等で確認した。また、保安教育の実施状況の確認及び内容の評

価を目的として、発電用原子炉設置者の人材育成 GM が指名した各主管 GM が教

育現場の立会いを実施していることを「保安教育立会報告書」で確認した。 

なお、「放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助」及び「燃料取替に関す

る業務の補助」を行う協力企業従業員については、放射性物質による災害防止

上重要な設備に係るという観点から、その業務を受託する企業が予め対象者の

保安教育実施計画を策定し、その内容を発電用原子炉設置者の発電 GM 及び燃

料 GM が確認し、原子炉主任技術者の確認及び発電所長の承認を得ると共に、

その結果が年度ごとに発電所長に報告されていることを「RW 運転員保安教育計

画書」「RW 運転員保安教育報告書」等により確認した。 

火災警報装置の警報が発生した場合、誤警報と確認されるまでは初期消火活

動として、消防機関への通報、初期消火要員の確保、初期消火用資機材の配備

等の対応が行われる必要があることから、これらの手順等を中央制御室にて確

認するとともに、初期消火活動のための体制の整備状況を確認することとして

抜き打ち検査を実施した。 

火災警報発生（自動火災報知器が発報）時の対応としては,第一報として当直

長は直ちに公設消防に火災警報発生の通報をし、防護本部監視室に初期消火班

（消防車隊）の出動ための連絡及び公設消防に通報したことを連絡し、これと

並行して、第一又は第二運転管理部長（時間外は夜間当番者等）に連絡すると

共に、直ちに火災警報発生箇所の現場確認を行い、第二報として火災の有無が

確認でき次第、公設消防に通報するとしていることを「防火管理要領」等によ

り確認すると共に、中央制御室にて当直長等にインタビューを行い確認した。 

初期消火要員の確保については各号機とも当直員４名（バックアップ要員確

保しており、運転業務に支障なし）、委託消防隊詰所の委託消防隊６名、正副

防護本部に警備員３名、放射線測定当番２名により、２４時間１５名体制を確

保していることを、「自衛消防隊編成表」にて確認すると共に、中央制御室、

委託消防隊詰所等の現場において確認した。 

初期消火用資機材の配備については保安規定第１７条に定める化学消防車 1
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台、水槽付消防ポンプ 1 台を配備すると共に、泡消火剤を１５００リットル確

保し、増強資材として、化学消防車の予備 1 台、追加泡消火剤１０００リット

ルを保有し、これ以外に、防火水槽、耐熱服一式、防火服一式、初期消火要員

用ＰＨＳ、携帯無線機等保有していることを「防火管理要領」及び「消防資機

材一覧表」にて確認すると共に、中央制御室、自衛消防センター等の現場にお

いて確認した。 

保安検査期間中も発電用原子炉設置者から、運転管理状況の聴取、記録確認

を行うと共に、発電用原子炉施設の巡視を実施し、異常の無いことを確認した。 

以上のことから、平成２６年度 第３回保安検査を実施した結果を総括する

と、選定した検査項目に係る保安活動は良好なものであったと判断する。 
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(６／１７) 

発電所名 日本原子力発電株式会社東海第二発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月８日（月） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①不適合管理の実施状況 

②コンプライアンス・安全文化醸成活動の実施状況（本店検査含む） 

③マネジメントレビュー及び内部監査の実施状況（本店検査含む） 

④放射性固体廃棄物管理の実施状況 

⑤初期消火活動体制の整備状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、「不適合管理の実施状況」、「コンプライアン

ス・安全文化醸成活動の実施状況」、「初期消火活動体制の整備状況」等を基

本検査項目として選定し検査を実施した。 

「不適合管理の実施状況」については、平成２０年度～２５年度に発生した

設備に係る不適合事象のうち、処理が完了していない不適合事象に着目して検

査を実施した。その結果、平成２６年１０月３日時点で処理が完了していない

不適合事象が１９２件あり、規制当局又は自治体等への対外報告が必要となる

レベル３（以下「Ｌ３」という。）以上の不適合事象は全て処理が完了してい

ることを「東海第二発電所未完了の不適合管理票について（平成２０年度～平

成２５年度）」により確認した。 

また、処理が完了していない１９２件のうち、プラント運転状態での最終確

認試験等を実施するため、不適合処理の完了時期をプラント起動時点としてい

るものが５１件あること、そのうち再発防止のために是正処置が必要となるレ

ベル２（以下「Ｌ２」という。）の不適合事象が７件あり、制御棒駆動系に係

る不適合事象が５件と大半を占めていることを確認した。制御棒駆動系が「安

全機能の重要度分類指針」ではＭＳ-１に分類される最も重要度の高い系統で

あることから、今後の不適合処理の計画について確認したところ、次年度から

原因調査と是正処置を開始する計画であることを「中長期設備修繕計画」等に

より確認した。 

平成２６年度のコンプライアンス・安全文化醸成活動については、「ａ．各

室が品質目標を設定して実施するもの」、「ｂ．コンプライアンス・安全文化

醸成活動推進委員会が重点施策として推進するもの」及び「ｃ．各室が個別業

務として実施するもの」に３分類し、各分類の実施項目について実施部門が活

動計画を策定し、コンプライアンス・安全文化醸成活動推進委員会に報告する

ことを推進委員会議事録等により確認した。 

平成２６年度上期の発電所の活動状況を確認した結果、「ａ．各室が品質目

標を設定して実施するもの」については、平成２６年度の品質方針に基づき設

定された発電所の品質目標の各項目に従って、各室で設定した品質目標に対し

て、定量的な指標を設定し、品質保証室が達成度を管理し、平成２６年度上期

の進捗をコンプライアンス・安全文化醸成活動推進委員会に報告していること

を確認した。 

「ｂ．コンプライアンス・安全文化醸成活動推進委員会が重点施策として推

進するもの」については、平成２６年度の重要施策として、「モチベーション

の維持向上」、「技術力の維持向上」及び「外部から得られる知見・教訓の反

映」の３項目が設定されており、重点施策ごとに発電所の対応する各室が、本

店発電部門等と連携して具体的な活動計画を策定し、コンプライアンス・安全

文化醸成活動推進委員会に平成２６年度上期の実績を報告していることを、推

進委員会議事録等により確認した。 

「ｃ．各室が個別業務として実施するもの」については、東海第二発電所の

各室又はトラブル検討会のような横断的な所内委員会等で実施している具体

的な活動に関連づけを行い、総務室がマネジメントレビューのインプット確認
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として実施する発電所レビューの中でとりまとめ、評価する計画であることを

聴取により確認した。 

平成２６年度上期の本店業務の該当する活動状況について、本店検査で確認

した結果、上記３分類のうち該当する項目について、本店各室で策定した活動

計画を推進し、コンプライアンス・安全文化醸成活動推進委員会に報告してい

ることを推進委員会議事録等により確認した。また、保安組織上の管理責任者

に対して、安全文化醸成活動において自らの立場と取組み姿勢及び実施事項を

インタビュー形式で聞き取りを行ったところ、安全文化醸成のため、安全文化

醸成活動実施方針に定める活動を実施していること、具体的には本店と発電所

で定期的なコミュニケーション活動が行われていること等を確認した。なお、

実施部門の管理責任者が、内部監査を担当する考査・品質監査室の担当役員で

もあることから、内部監査の客観性と公平性についての認識を確認したとこ

ろ、事業者から、考査・品質監査室への関わりについては実施部門とは完全に

区切っているが、内部監査の客観性、透明性の観点から疑義が生じないように

改善を検討していく、との回答を得たことから、内部監査の有効性の確認及び

体制に係る改善状況を引き続き確認していく。 

「初期消火活動体制の整備状況」については、抜き打ちで検査を行い、発電

所において火災が発生した場合に、迅速な初期対応がとれるよう、初期消火活

動のための体制が整備されているかについて確認した。 

初期消火活動を行う要員については、夜間・休日においても、１１名以上を

常駐させるとともに、各要員の役割を規定し、火災発生時の通報連絡体制及び

初期消火活動体制を定めていることを「災害・事故・故障・トラブル時の通報

連絡要領」及び「災害対策要領」により確認した。 

火災発生時における初期消火活動のために必要な資機材については、「災害

対策用常備資機材整備基準」に基づき資機材の種類、数量及び配備場所を規定

するとともに、あらかじめ定めた管理担当グループが定期的に点検を実施して

いることを「災害対策要領」及び「常備資機材点検記録」により確認した。 

初期消火活動のための体制については、平成２６年３月１８日に実施した総

合火災訓練の評価結果に基づき、基本動作の徹底、ホースの軽量化等、自衛消

防隊の課題を抽出するとともに、課題を解決するために訓練内容の見直し等を

計画し、平成２６年度に実施する総合火災訓練で検証する計画であることを

「平成２５年度初期消火活動のための体制の評価結果報告書」により確認し

た。 

その他の検査項目については、保安規定等に基づき各保安活動が適切に実施

されており、保安規定違反となるような事項は認められなかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者

からの施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、特段問題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、良好なものであったと判断する。 
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(７／１７) 

発電所名 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月５日（金）、１２月１１日（木） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①安全文化醸成活動の実施状況 

②安全性向上対策の実施状況 

③調達管理の実施状況 

④燃料管理の実施状況 

⑤保守管理の実施状況 

⑥仮置き資材の管理状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、平成２６年度の保安検査重点方針等に基づく「安

全文化醸成活動の実施状況」、「安全性向上対策の実施状況」、「保守管理の

実施状況」等の基本検査項目について検査を実施した。 

「安全文化醸成活動の実施状況」の検査においては、前回保安検査（平成２

６年度第２回）では、安全文化醸成活動に係る文書・記録類の確認により、安

全文化醸成活動がＱＭＳに組み込まれ、本年度の年度計画が前年度の評価結果

等を反映して策定されていることを確認した。今回の検査では、マネジメント

レビューにおける安全文化醸成活動に係る項目や年度計画の策定・承認等の行

為に関わった経営層・管理職等の関係者へのインタビューを通して前回検査結

果と関係者の認識等に不整合がないこと、経営層の関与のもとで安全文化醸成

活動が確実に実施されていること等を確認した。 

「安全性向上対策の実施状況」については、平成２６年度第２回保安検査に

引き続き、安全性向上対策工事の実施が工程表により管理され、要員の配置、

要員に対する訓練や評価、資機材の追加配備等、電源機能等喪失時等における

発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備が進められているこ

とを確認した。 

「調達管理の実施状況」については、事業者が定めている調達プロセスを確

認した。また、３号炉、４号炉及び浜岡原子力発電所の共通施設に係る保安措

置として行われている調達業務を選定し、事業者が定めた調達プロセスに従っ

て調達業務が実施されていることを確認するとともに、調達業務を実施する中

で検知された不適合に対する処置及び再発防止のための是正処置の実施状況

についても確認した。 

燃料管理の実施状況については、燃料中の放射性物質の放出による放射線被

ばく及び環境汚染防止の観点から保安規定第５章で規定されている内容が遵

守されていることを確認することとし、５号炉使用済燃料貯蔵プールに移送・

貯蔵されている２号炉使用済燃料、本年度第 1 四半期から第２四半期にかけて

３号炉炉心から移動された燃料集合体等の管理状況について確認した。また、

海水が混入した５号炉使用済燃料の健全性確認については、その進捗状況等に

ついて確認した。 

「保守管理の実施状況」については、保守管理の実施方針が改定され、保守

管理目標等の設定が行われていることを確認するとともに、長期停止となって

いる原子炉の状態に応じて特別な保全計画が手順書に基づき適切に策定され、

その保全計画に基づき点検等が計画どおり実施されていること、５号機の海水

流入対応については、保守管理目標に設定され、業務執行計画等に基づき影響

調査を実施していることを確認した。 

「仮置き資材の管理状況」については、社内手引類に従って定められた仮置

き標示が、定められた箇所に設置され、適切に管理されていることを、表示類

管理台帳（仮置き標示）から抽出した４号炉の資材置き場において、仮置き標

示が確実に実施されていることを確認した。 

検査を実施した項目については、保安規定に基づき、保安活動が適切に実施
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されており、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、事業者からの施設の

運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視等を行った結

果、特段問題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、良好なものであったと判断する。 
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(８／１７) 

発電所名 北陸電力株式会社志賀原子力発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①新基準を踏まえた対応の実施状況（緊急安全対策等の実施状況） 
②定期安全レビューの実施状況 
③放射性廃棄物管理の実施状況 
④記録及び報告の実施状況 
⑤緊急安全対策等の訓練の実施状況（立会）（抜き打ち検査） 
⑥放出管理用計測器の管理状況（立会）（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、「新基準を踏まえた対応の実施状況（緊急安全
対策等の実施状況）」、「定期安全レビューの実施状況」、「放射性廃棄物管
理の実施状況」、「記録及び報告の実施状況」、「緊急安全対策等の訓練の実
施状況（立会）（抜き打ち検査）」及び「放出管理用計測器の管理状況（立会）
（抜き打ち検査）」を基本検査項目として選定し検査を実施した。 
「新基準を踏まえた対応の実施状況（緊急安全対策等の実施状況）」につい

ては、訓練等が適切に実施されているか検査を実施した。検査の結果、全交流
電源喪失時における大容量電源車による給電訓練等が事前教育を行なった上
で、手順書に従い訓練していることを教育・訓練実施報告書により確認した。
また、訓練結果を踏まえ改善すべき事項を適切に手順書に反映していることを
確認した。 
「定期安全レビューの実施状況」については、過去１０年の保安活動が適切

であったかどうかを評価する計画となっているか検査を実施した。検査の結
果、実施計画書の作成にあたり、所内にワーキング・グループを設置し技術課
長を主査としていること、定期安全レビュー実施要領に従い、実施目的、評価
対象期間、実施体制、具体的な実施手順及び実施工程の５項目について取りま
とめられていること並びに原子力発電保安運営委員会の審議を経て承認され
たことを議事録により確認した。 
「放射性廃棄物管理の実施状況」については、社内要領に従い適切に実施さ

れているか検査を実施した。検査の結果、日々の放射性廃棄物管理業務につい
ては、社内要領に具体的な管理方法が規定され、これらの規定に基づき適切に
実施されていることを日誌により確認した。 
「記録及び報告の実施状況」については、適切に作成・報告されているか検

査を実施した。検査の結果、記録については「文書・記録管理要則」に基づき
適切に作成されていること、報告については運転上の制限を満足しない事象を
選定し、発電所長及び発電用原子炉主任技術者へ報告され、報告を受けた発電
所長及び発電用原子炉主任技術者から社長及び原子力本部長へ適切に報告さ
れていることを報告書により確認した。 
一方、現場での抜き打ち検査として、保安検査期間中に行われる緊急安全対

策等の訓練のうち「瓦礫撤去等重機操作訓練」等が適切に実施されているか検
査を実施した。検査の結果、訓練については手順書に不備は認められず、かつ
訓練は手順書に従い実施されていることを立会いにて確認した。さらに、現場
での抜き打ち検査として、今回基本検査項目として選定した放射性廃棄物管理
に用いる放出管理用計測器が適切に管理されているか抜き取りで検査を実施
した。検査の結果、計測器は「保守業務管理要領」の点検基準表等に基づき点
検・校正を実施し、その結果の確認・評価及び保全の有効性評価を行っている
ことを工事報告書等及び立会いにて確認した。 
保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者

からの施設の運転状況の聴取、運転記録の確認及び発電用原子炉施設の巡視を
行った結果、特段問題が無いことを確認した。 
以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は良好なものであったと判断する。 
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(９／１７) 
発電所名 日本原子力発電株式会社敦賀発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①プラントの長期停止に伴う保安活動の実施状況 
②安全文化醸成活動の実施状況（本店検査含む） 
③マネジメントレビュー及び内部監査の実施状況（本店検査） 
④調達管理の実施状況 
⑤放射性固体廃棄物管理の実施状況 
⑥定期試験、定期点検等の実施状況（抜き打ち検査） 
⑦放射線管理の実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 
なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

 今回の保安検査においては、「プラントの長期停止に伴う保安活動の実施状
況」「安全文化醸成活動の実施状況」「マネジメントレビュー及び内部監査の
実施状況」「調達管理の実施状況」「放射性固体廃棄物管理の実施状況」「定
期試験、定期点検等の実施状況（抜き打ち検査）」及び「放射線管理の実施状
況（抜き打ち検査）」を基本検査項目として選定し検査を実施した。 
 検査の結果、「プラントの長期停止に伴う保安活動の実施状況」については、
特別な保全計画等に基づく保安活動について、計画の策定及び有効性評価に基
づく計画の改定並びに実施状況を確認した。併せて点検、補修等による不適合
管理、是正処置及び予防処置についても適切に計画に反映され、長期停止中の
プラントの安全が適切に保たれていることを追加点検計画表の改正状況、これ
に基づく追加点検工事実施状況等により確認した。 
「安全文化醸成活動の実施状況」に係る検査では、発電所の所員９名及び保安
組織上の管理責任者に対して、安全文化醸成活動において自らの立場と取組み
姿勢及び実施事項をインタビュー形式で聞取りを行ったところ、安全文化醸成
のため、安全文化醸成活動実施方針に定める活動を実施していること、具体的
には本店と発電所で定期的なコミュニケーション活動が行われていること等
を確認した。なお、実施部門の管理責任者が、内部監査を担当する考査・品質
監査室の担当役員でもあることから、内部監査の客観性と公平性についての認
識を確認したところ、事業者から、考査・品質監査室への関わりについては実
施部門とは完全に区切っているが、内部監査の客観性、透明性の観点から疑義
が生じないように改善を検討していく、との回答を得たことから、内部監査の
有効性の確認及び体制に係る改善状況を引き続き確認していく。 
 「マネジメントレビュー及び内部監査の実施状況」については、マネジメン
トレビューのインプット情報となる発電所の「品質マネジメントシステム・レ
ビュー結果」に基づくマネジメントレビューが適切に実施され、マネジメント
レビューのアウトプットにより品質マネジメントシステム及びそのプロセス
に基づく有効性改善等が適切に実施されていることを「第１４回発電部門マネ
ジメントレビュー・インプット情報」「第１４回発電部門マネジメントレビュ
ー実施記録」及び「第１４回発電部門マネジメントレビュー改善計画書」によ
り確認した。 
 「調達管理の実施状況」については、定期検査期間中の調達製品（役務を含
む）について、供給者の供給能力の評価等に関する調達プロセスが適切である
こと、事業者と供給者の間において各調達要求事項が明確でかつ確実に授受さ
れていること並びに調達製品（役務含む）が適切に検証されていることを確認
した。 
 「放射性固体廃棄物管理の実施状況」については、放射性固体廃棄物の管理
において、廃棄物の種類に応じて適切に処理され、廃棄施設等での貯蔵又は保
管管理（貯蔵（保管）量、線量当量率等）されていること、また各年間管理目
標値に対する処理及び管理実施状況についても確認した。 
 「定期試験、定期点検等の実施状況（抜き打ち検査）」については、保安検
査期間中に実施されている定期試験、定期点検等に関し「敦賀発電所１号機格
納容器冷却用海水系定検工事」及び「敦賀発電所２号機高経年化技術評価に伴
う点検（蒸気発生器２次側点検）」について、現場確認を含め抜き打ちで検査
し、要領書、手順書等が適切に作成されていること及び作成された要領書、手
順書等に従って適切に実施されていることを確認した。 
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 「放射線管理の実施状況（抜き打ち検査）」については、所員及び協力企業
への線量管理が適切に実施されていること並びに管理区域及び周辺監視区域
境界付近における外部放射線に係る線量当量率等の測定及び評価が適切に実
施されていることを確認した。 
 保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者
からの施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視
等を行った結果、特段問題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、良好なものであったと判断する。 
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(１０／１７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所名 関西電力株式会社美浜発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①プラントの長期停止に伴う保守管理の実施状況 
②不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 
③品質保証活動の実施状況 
④放射性廃棄物管理の実施状況（抜き打ち検査） 
⑤保全計画課の業務実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「プラントの長期停止に伴う保守管理の実施状
況」「不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」「品質保証活動の実施
状況」「放射性廃棄物管理の実施状況（抜き打ち検査）」及び「保全計画課の
業務実施状況（抜き打ち検査）」を基本検査項目として選定し、検査を実施し
た。 

検査の結果「プラントの長期停止に伴う保守管理の実施状況」については、
プラントが長期停止していることから、長期停止に伴い保管対策を継続的に実
施している機器の管理が適切に実施されていることを記録により確認した。ま
た、特別な保全計画に基づく追加点検の実施状況について、１，２号機におい
ては、適切に点検が実施されたことを工事報告書の記録により確認し、３号機
においては、２回目の追加点検を実施中であることから、点検が適切に実施さ
れていることを現場において確認した。 

「不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」については、平成２６年
度第２回保安検査の確認時以降、是正処置が終了した事象、是正処置方法が決
定された事象及び「不適合処置・是正処置票」が発行された事象から不適合の
原因に応じた是正処置及び予防処置が「美浜発電所 品質マネジメントシステ
ムに係る不適合管理および是正処置所達」（以下「不適合管理・是正処置所達」
という。）等に基づき、適切に実施されていることを現場及び記録により確認
した。 

「品質保証活動の実施状況」については、平成２６年８月２５日に品質方針
が見直されたことから、美浜発電所の各課（室）が、見直された品質方針に基
づき品質目標等を設定し適切に活動が実施されていることを記録により確認
した。 

抜き打ち検査として「放射性廃棄物管理の実施状況」及び「保全計画課の業
務実施状況」を確認した。「放射性廃棄物管理の実施状況」については、保安
規定第６章で規定されている放射性廃棄物のうち放射性固体廃棄物の管理（第
１００条）及び放射性廃棄物でない廃棄物の管理（第１００条の２）等が「美
浜発電所 放射線管理業務所則」（以下「放射線管理業務所則」という。）等
に基づき適切に実施されていることを現場及び記録により確認した。「保全計
画課の業務実施状況」については、保安規定第１２０条に規定されている保守
管理計画のうち保全計画課が実施する点検計画の策定に係る手順等が「美浜発
電所 保修業務所則」（以下「保修業務所則」という。）等に基づき適切に実
施されていることを記録により確認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、原子炉設置者からの
施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設の巡視等を行った結
果、特段、問題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は良好なものであったと判断する。 
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(１１／１７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所名 関西電力株式会社大飯発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月５日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 
②品質保証活動の実施状況 
③教育・訓練の実施状況 
④放射線管理の実施状況 
⑤運転員の業務実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」
「品質保証活動の実施状況」「教育・訓練の実施状況」「放射線管理の実施状
況」及び「運転員の業務実施状況（抜き打ち検査）」を基本検査項目として検
査を実施した。 

検査の結果「不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」については、
平成２５年度第３回保安検査以降に発生した不適合事象７件について、不適合
処置の進捗状況の管理、処置に対する有効性の評価及び水平展開の処理が適切
に実施され、不適合管理における PDCA サイクルが機能していることを確認し
た。 

「品質保証活動の実施状況」については、平成２６年度上期における発電所
品質目標達成状況等が品質保証委員会にて確認されていること及び原子力事
業本部において再設定された品質目標の発電所への展開のプロセスを確認す
ることで、品質マネジメントシステムの有効性が維持され、適切に運用されて
いることを確認した。 

「教育・訓練の実施状況」については、シビアアクシデント  （以下「ＳＡ」
という。）に対処するための要員に対する今年度の教育・訓練の計画及び実績
より、前年度と比べ改善が図られていることを確認した。また、電源機能等喪
失時における初動対応時の目的・内容・各要員が果たすべき役割に対する理解
度等を確認することを目的とし、発電所の管理職、一般職及び協力会社員から
対象者を抽出し、インタビューも実施した。 

「放射線管理の実施状況」については、管理区域内にて作業に従事する放射
線業務従事者の被ばく低減対策が、ALARA 委員会  等にて計画及び審議され、
被ばくに対する意識向上を促す取組み等により被ばく低減に努めていること
を確認した。 

「運転員の業務実施状況（抜き打ち検査）」については、日々実施される原
子炉施設等の巡視点検及び次直への引継について、巡視点検現場等に立会い、
手順のとおり実施されていることを確認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、原子炉設置者からの
施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設の巡視及び定例試験
（３号機Ａディーゼル発電機起動試験）への立会を行った結果、特段問題がな
いことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、良好なものであったと判断する。 
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 (１２／１７) 
発電所名 関西電力株式会社高浜発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月５日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①東京電力(株)福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全対策及び中･長期安

全対策の実施状況 
②地震･火災等発生時の措置の実施状況 
③保守管理の実施状況 
④非常時の措置の実施状況 
⑤運転員引継ぎの実施状況（抜き打ち検査） 
⑥記録および報告の実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「東京電力(株)福島第一原子力発電所事故を踏

まえた安全対策及び中･長期安全対策の実施状況」「地震･火災等発生時の措

置の実施状況」「保守管理の実施状況」「非常時の措置の実施状況」「運転

員引継ぎの実施状況（抜き打ち検査）」及び「記録および報告の実施状況（抜

き打ち検査）」の６項目を検査項目として選定し、検査を実施した。 

検査の結果「東京電力(株)福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全対策

及び中･長期安全対策の実施状況」については、発電所が管理用として策定し

た「高浜３，４号機 新規制基準対応スケジュール」に基づき計画及び実施

状況が管理されており、安全対策が着実に進捗していることを確認した。安

全対策の評価に係わる活動状況としては、シビアアクシデント対応訓練要員

の育成、力量評価等が実施されていることを確認した。また、淡水ピットの

施設状況、通信連絡設備の耐震強化、ケーブルトレイの火災防護等の現場の

実施状況や大容量ポンプの汲み上げ性能確認テストに立会い、各対策が着実

に進捗していることを確認した。 

「地震･火災等発生時の措置の実施状況」については、火災発生時等におけ

る初期消火活動の際の初期消火要員、委託消防隊等の体制が組まれているこ

と及び教育・訓練等により力量が維持されていることを確認した。また、消

火訓練を実施した後に行われる評価や実際に発生した火災事象における消火

活動に対して、さらなる改善検討を行う等、継続的に改善が実施されている

ことを確認した。その他、これらに使用される消防資機材の点検についても

適切に実施されていることを記録等により確認した。     

「保守管理の実施状況」については、保全方式とその実施状況の確認の他、

特に状態基準保全の手段である振動診断、赤外線サーモグラフィ診断及び油

分析診断の保守管理への適用状況を確認した。振動診断は、回転機器の故障

モードである主軸曲がり、軸受け摩耗、主軸とカップリング嵌め合い部ガタ

等について適用されていることを確認した。赤外線サーモグラフィ診断は、

電気又は機械装置の劣化もしくは故障により温度変化要素のある対象部位

（故障モード）への適用が検討・評価されていることを確認した。油分析診

断は、点検・手入れ前の油の採取・分析が進められ回転機器の軸受けの摩耗

確認に活用できるか検討されているなど予防保全領域の拡充取り組みが進め

られていることを確認した。   

「非常時の措置の実施状況」については、原子力防災組織が「高浜発電所

安全・防災業務所則」に職務内容等が定められ、原子力防災要員については、

原子力防災組織の構成員から選任され、防災教育実施計画に基づいた教育訓

練が実施され、その力量が維持されていることを確認した。また、原子力防

災訓練については「原子力防災業務要綱」に基づき訓練が実施され、訓練結

果の反省事項が次回防災訓練の改善事項とされていることを、原子力防災訓

練の実施結果報告等により確認した。 



 

 

- 26 - 

 

  

「運転員引継ぎの実施状況（抜き打ち検査）」については、引継ぎ時間帯

に当直から次直へ、主機担当他各担当毎に運転日誌及び引継日誌等が引継が

れ、運転状況の申し送りがされていることを、３／４号機中央制御室で立ち

会いにより確認した。 

「記録および報告の実施状況（抜き打ち検査）」については、社内標準に

おいて、記録の作成、識別、保管、保護、検索、保管期限、廃棄等の管理の

方法が定められ、記録が適切に管理されていることを、書庫等への立入り及

び聞き取りにより確認した。また、報告については「運転上の制限を満足し

ていないと判断した場合」等の事例について、事象発生後直ちに所長及び原

子炉主任技術者に報告されていること、また「事故その他異常事象通報連絡

チェックシート」に従って、社長及び規制機関に報告されていることを確認

した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、原子炉設置者から

の施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設の巡視、定例試

験（２号機Ｂディーゼル発電機起動試験）への立会等を行った結果、特段問

題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る

保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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(１３／１７) 
発電所名 中国電力株式会社島根原子力発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 

①東京電力㈱福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等の実施状況 

②保守管理の実施状況 

③放射線管理の実施状況 

④予防処置の実施状況 

⑤主任技術者の職務等に係る実施状況（抜き打ち検査） 

⑥施工管理の実施状況（抜き打ち検査） 

⑦運転管理の実施状況（抜き打ち検査） 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「東京電力㈱福島第一原子力発電所事故を踏まえ

た緊急安全対策等の実施状況」、「保守管理の実施状況」、「放射線管理の実

施状況」等を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

基本検査の結果、「東京電力㈱福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安

全対策等の実施状況」に関しては、全交流電源等の喪失時における対応訓練及

び電源機能等喪失時対応資機材の点検が計画に基づき着実に実施され、緊急安

全対策等が適切に維持管理されていることを確認した。 

「保守管理の実施状況」に関しては、長期停止している島根原子力発電所１、

２号機について、設備の機能を継続的に維持するために、社内規定に基づき追

加点検対象機器等が適切に抽出され、追加点検工事が保全計画（長期停止時）

どおり実施されていることを確認した。 

「放射線管理の実施状況」に関しては、社内規定に基づき一時的な管理区域

の設定・解除及び復旧が実施されるとともに管理区域における外部放射線に係

る線量当量率等の測定が社内規定に基づき実施され原子炉主任技術者に報告

されていることなどを確認した。 

「予防処置の実施状況」に関しては、他の施設から得られる知見や保安活動

から得られる知見に対する予防処置活動について、予防処置策の検討の要否を

判定するスクリーニングから予防処置完了までの一連の活動が社内規定に基

づき適切に実施されていることを確認した。 

「主任技術者の職務等に係る実施状況」に関しては、社内規定に基づき原子

炉主任技術者が発電用原子炉施設を定期的に巡視し、保安活動状況の報告を定

期的に社長に報告していることなどを確認するとともに、電気主任技術者及び

ボイラー・タービン主任技術者が定期事業者検査等の立会または記録確認を実

施していることを確認した。また３主任技術者会議を開催し、情報共有を図っ

ていることを確認した。 

「施工管理の実施状況」に関しては、原子力安全向上に係る改造工事が実施

されていることから、２件の工事「支持構造物耐震補強工事のうち配管サポー

ト補強工事」及び「フィルタ付ベント設備設置工事」を選定し、社内規定に定

める作業のプロセス（保修作業の手続き、施工前確認、着手前打合せ、施工中

管理等）や特殊作業（溶接作業等）、特別作業（ノイズ発生作業、放射線透過

検査作業等）における手続きや管理基準、確認項目に基づき施工管理が実施さ

れていることを確認した。 

「運転管理の実施状況」に関しては、２号機の施設定期検査中の定期試験及

び定期補機切替のうち「２号機定期試験 ほう酸水注入系ポンプ手動起動試

験」及び「２号機定期補機切替 復水輸送ポンプ切替」を選定し、これらにつ

いて社内規定に従って、当直員により適切に実施されていることを現場にて確

認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、発電用原子炉設置者

から施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、発電用原子炉施設の巡視、
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定期試験（２号機高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電機手動起動試験）

への立会等を行った結果、特段問題がないことを確認した。 

また、２号機のフィルタ付ベント設備設置工事及び支持構造物耐震補強工事

において、施工管理が社内規定に基づき適切に実施されていることや、管理区

域の区域管理状況の保安活動が計画及び手順書どおり実施されていることを

机上で確認することだけでなく、現場において問題ないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は良好なものであると判断する。 
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 (１４／１７) 
発電所名 四国電力株式会社伊方発電所 

検査実施期間 １２月１日（月） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等の

実施状況（本店検査を含む） 
②安全文化醸成活動の実施状況（本店検査を含む） 
③保守管理の実施状況 
④内部監査の実施状況 
⑤区域管理の実施状況 
⑥特別な保全計画に基づく点検時の隔離・復旧操作の実施状況（抜き打ち検査）  
⑦放射性固体廃棄物（不燃性高圧圧縮充てん固化体）の処理の実施状況（抜き

打ち検査） 
 

２）追加検査項目 
なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては、基本検査項目として「東京電力株式会社福島第
一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等の実施状況」「安全文化醸成活
動の実施状況」「保守管理の実施状況」「内部監査の実施状況」及び「区域管
理の実施状況」を選定し、また抜き打ち検査項目として「特別な保全計画に基
づく点検時の隔離・復旧操作の実施状況」及び「放射性固体廃棄物（不燃性高
圧圧縮充てん固化体）の処理の実施状況」を選定し、伊方発電所及び本店にて
検査を実施した。 

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策等
の実施状況」に係る検査では、平成２６年度第２回保安検査以降、 緊急時対
応用資機材の管理が、マニュアル等に従い点検・管理が適切に実施されている
ことを点検記録等により確認した。また、平成２６年１２月３日に空冷式非常
用発電装置１号の定期起動試験において起動不良が確認されたが、不適合管理
及び待機除外措置が適切に実施されていることを統合型保修管理システム（以
下「EAM」という。）の記録等により確認した。緊急安全対策等の工事の実施
状況については「緊急時対策所設置工事」を選定し、本店原子力部及び伊方発
電所の業務が主要工事ごとに明確化されていること、本店原子力部での設計業
務が伊方発電所担当課と連携して実施されていること等を決定書等により確
認した。また、工程管理については、発電所各担当課、協力会社等をメンバー
とした工程会議により工事の進捗状況等を把握し、本店を含めて共有されてい
ることを全体工程表等により確認した。 

「安全文化醸成活動の実施状況」に係る検査では、発電所の社員４名及び原
子力本部長（保安組織上の管理責任者）に対して、安全文化醸成活動において
自らの立場と取組み姿勢及び実施事項をインタビュー形式で聞取りを行った
ところ、安全文化醸成のため発電所においては５Ｓ推進活動を重点的に行なっ
ていること、日常的に開催する本店及び発電所等の幹部によるＴＶ会議におい
て課題を漏らさず共有し、本店から発電所等に対して必要な指示等をタイムリ
ーに発信していることを確認した。 

「保守管理の実施状況」に係る検査では、平成２６年度第１回保安検査以降、
特別な保全計画が安全運営委員会において適切に審議され、改正されているこ
とを議事録等により確認した。また、保全の有効性評価が、保全計画総合評価
会において適切に審議され、保全計画が有効に機能していると判断されている
ことを議事録等により確認した。保全の実施状況については、１号機の特別な
保全計画に基づく点検（以下「特別な点検」という。）（２回目）及び平成２
６年度期間外定検設備の点検を抜き取りにて選定し、点検計画に基づき適切に
実施されていることを点検記録等により確認した。また、特別な点検（２回目）
を実施中である２号機で校正許容誤差を逸脱したため不適合と識別された制
御用空気圧縮機 2A 冷却水流量計が適切に不適合管理され、通常使用領域及び
警報設定値については許容誤差範囲内に調整でき、流量監視が可能であること
が確認できたことから、特別採用されたことを EAM の記録等により確認した。 

「内部監査の実施状況」に係る検査では、平成２６年度上期監査及びマネジ
メントレビューが、計画に従い適切に実施され、監査の報告に対する社長の指
導・勧告事項はないこと、品質マネジメントシステムおよびプロセスの変更の
必要はなく、業務の計画及び実施にかかわる改善や資源の追加も必要ないこと
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等がアウトプットされていることを決定書等により確認した。 
「区域管理の実施状況」に係る検査では、区域管理に係る業務が、業務計画

どおり実施され、作業等における外部被ばく線量が管理目標以下となっている
ことを業務計画実施状況報告書等により確認した。また、管理区域の設定・解
除、区域区分の変更、管理区域内における特別措置等の作業を抜き取りにて選
定し、内規・マニュアル等に従い実施されていること及び線量の低減、汚染拡
大の防止等の措置が適切に実施されていることを作業報告書等により確認し
た。 

「特別な保全計画に基づく点検時の隔離・復旧操作の実施状況（抜き打ち検
査）」に係る検査では、２号機の特別な点検（２回目）で実施されている隔離
・復旧操作のうち「CVCS-7 区」「制御用空気圧縮装置 2A 冷却水流量」及び「M/C-2C
積算電力量計点検」を抜き取りにて選定し、弁等の機器が隔離操作票どおりの
開閉状態になっていること、適切に管理タグがつけられていること、操作卓を
用いて開閉を行う電磁弁等については操作卓にて開閉状態を確認するととも
に、操作不可の状態となっていること等を現場にて確認した。また、隔離・復
旧操作に係る作業許可が、内規・マニュアルに従い適切に審査・許可されてい
ることを隔離操作票等により確認した。 

「放射性固体廃棄物（不燃性高圧圧縮充てん固化体）処理の実施状況（抜き
打ち検査）」に係る検査では、高圧圧縮充てん固化体処理業務のうち検査当日
に実施されていたモルタル充てん作業に立会し、作業が、作業計画に従い線量
の低減や汚染拡大の防止等の措置をとり実施していること及び作業指示書・マ
ニュアル等に従い適切にモルタル充てんされていることを現場にて確認した。
また、作業段階毎にマニュアル等に従い記録され、正確に識別管理されている
ことを作業記録等により確認した。 

このほか、日々実施している運転管理状況等の聴取において、平成２６年１
２月３日に保安規定第１３２条の規定により作成・保存を行っている「放射性
固体廃棄物処理実績票」について３件の所在が確認できないこと及び「固体廃
棄物貯蔵庫保管実績票」について４件で記録の一部内容が記載されていないこ
とについて報告があり、１２月８日の伊方発電所スクリーニング会議において
不適合として識別され、同日に不適合の処置として記録の再作成が行われたこ
とを EAM の記録等により確認した。紛失又は欠落のあった記録の内容は固体廃
棄物管理システムにデータが保存されており記録を復元できたこと、また管理
システムのデータにより固体廃棄物の管理業務に支障をきたしておらず、原子
炉施設の安全機能、放射線被ばく及び保安活動に影響を与えるものではなかっ
たが、記録の保存管理が不十分であったこと、平成 23 年 3 月に実施した不適
合（記録の紛失）の処置が不適合を除去するのに十分ではなかったことから、
保安規定第３条８．３（３）ａ）及び保安規定第１３２条に適合していないと
判断し、保安規定違反の区分は監視と判定したうえで、今後事業者が実施する
不適合の是正処置を確認していくこととした。 

これ以外に関する保安検査実施期間中における日々の運転管理状況につい
ては、原子炉設置者からの運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設
の巡視、定例試験（３号機非常用ディーゼル発電機 B 負荷試験）の立会等を行
った結果、特に問題はなかった。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、日々実施している運転管理

状況等の聴取において事業者から報告のあった放射性固体廃棄物に関する記

録の紛失を除き、選定した検査項目に係る保安活動は良好なものであったと判

断する。 
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 (１５／１７) 
発電所名 九州電力株式会社玄海原子力発電所 

検査実施期間 １１月２７日（木） ～ １２月１２日（金） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①安全文化醸成活動の実施状況（本店検査を含む） 
②内部監査の実施状況（本店検査を含む） 
③保安教育の実施状況 
④放射性廃棄物管理の実施状況 
⑤放射線管理の実施状況 
⑥火災対策の実施状況 
⑦原子力施設における点検・補修等の実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査では「安全文化醸成活動の実施状況（本店検査を含む）」「内
部監査の実施状況（本店検査を含む）」「保安教育の実施状況」「放射性廃棄
物管理の実施状況」「放射線管理の実施状況」「火災対策の実施状況」及び「原
子力施設における点検・補修等の実施状況（抜き打ち検査）」を基本検査項目
として選定し、検査を実施した。 

検査の結果「安全文化醸成活動の実施状況（本店検査を含む）」については、
本店において品質方針が平成２５年度の安全文化醸成活動の評価結果を社長
に報告し指示を受けて見直されていること及び平成２６年度の安全文化醸成
活動が策定した計画に基づいて進捗していることを確認した。 

また、経営責任者の安全文化醸成活動への取り組み状況等を確認するため、
発電本部長等へインタビューを実施した。 

「内部監査の実施状況（本店検査を含む）」については、品質マネジメント
システムが要求事項に適合し、効果的に実施されていることを確認するために
行われる玄海原子力発電所に対する内部監査が、適切に実施されていることを
確認するため、検査を実施した。内部監査は、規定類に基づいて適切に計画、
実施され、結果の報告書等に対するトップのコミットが適切になされ関係先に
伝達され処理されていること、また、発電所においては、指摘された事項等に
対して的確にフォローされていることを確認した。 

「保安教育の実施状況」について、発電所員及び請負会社従業員に関する保
安教育は保安規定に定める実施方針を満足した内容であり、保安教育の計画立
案、教育訓練の実施及び実績評価の報告の手続きが規定類に定められ確実に実
施されていることを「教育訓練基準」等により確認した。また、保安教育が適
切に実施されていることを「保安規定教育」に陪席して確認した。 

「放射性廃棄物管理の実施状況」については、放射性廃棄物の管理について、
液体廃棄物管理及び気体廃棄物管理の諸作業が保安規定に基づいて、適切に実
施されていることを確認するため、検査を実施した。放射性液体廃棄物及び放
射性気体廃棄物に係る放出時の基準値等に基づく管理及び放出管理用計測器
の管理が適切に行われていることを「放射性液体廃棄物処理票」及び「放射線
計測器管理台帳」により確認した。 

「放射線管理の実施状況」については、新規制基準への適合を図るための工
事が増加している原子力施設内において、放射線管理のうち、区域管理及び被
ばく管理が保安規定に基づいて、適切に実施されていることを確認するために
検査を実施した。 

管理区域の設定・解除は、規定類に基づいて適切に計画、実施されているこ
と、線量の評価については、規定類に基づいて適切に評価、管理されているこ
とを「管理区域設定・解除申請票」及び「個人線量記録台帳/障害防止法線量
集計表」により確認した。 

「火災対策の実施状況」については、平成２６年１０月２８日に発生した３
／４号機第１放射化学室における火災について、消火体制、通報連絡体制、消
火作業等の確認を行った。 

その結果、消火作業自体は迅速に実施され、不具合な事項がないことを確認
した。また、公設消防等の部外への通報連絡体制及び教育訓練要領の改善につ
いて検討されていることを改訂作業中の「防火管理要領」により確認した。 

「原子力施設における点検、補修等の実施状況」について、３号機格納容器
スプレイライン（天井部）の耐震補強工事の作業状況を抜き打ち検査として実
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施した。審査・承認された作業実施要領書に従い、作業現場には安全作業指示
書等を掲示し、適切な安全対策等を行い工事が実施されていることを確認し
た。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、原子炉設置者からの
施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設の巡視及び事業者に
よる総合的な原子力防災訓練への立会を行った結果、特に問題がないことを確
認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保

安活動は、良好なものであったと判断する。 
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 (１６／１７) 
発電所名 九州電力株式会社川内原子力発電所 

検査実施期間 １１月２５日（火） ～ １２月８日（月） 

検査項目 １）基本検査項目（下線は保安検査実施方針に基づく検査項目。） 
①プラント長期停止に係る保安活動の実施状況 
②１号機所内電源設備点検作業中の人身事故に対する根本原因分析等の実施

状況 
③安全文化醸成活動の実施状況（本店検査を含む） 
④燃料貯蔵施設の管理の実施状況 
⑤放射線監視用計測器の管理の実施状況（抜き打ち検査） 
 
２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査においては「プラント長期停止に係る保安活動の実
施状況」「１号機所内電源設備点検作業中の人身事故に対する根本原
因分析等の実施状況」「安全文化醸成活動の実施状況」「燃料貯蔵施
設の管理の実施状況」及び「放射線監視用計測器の管理の実施状況（抜
き打ち検査）」を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

基本検査の結果「プラント長期停止に係る保安活動の実施状況」に
ついては、平成２５年度保守管理の有効性評価結果（総合）を踏まえ
て「保守管理の実施方針」の見直しを行ったことから、平成２６年度
の保守管理目標において「新規制基準への対応として実施する設備の
設置、点検及び検査は、既設設備に与える影響の有無を考慮しながら
確実に実施する」等を新たに追加していることを記録確認した。また、
湿式保管している蒸気発生器（２次側）のヒドラジン濃度及び pH 値並
びに給水・復水系統、脱気器等のヒドラジン濃度の管理値の根拠につ
いて確認した結果、メーカー作成の技術資料等を考慮して設定してい
ること、乾式保管している蒸気タービン、加熱器等の湿度目標値の根
拠について確認した結果「防錆・防食技術総覧編集委員会 防錆・防
食技術総覧」において指数関数的に腐食速度が大きくなるとされてい
る相対湿度に基づいて設定していること、ヒドラジン濃度及び pH 値の
測定方法の根拠について確認した結果「ボイラの給水及びボイラ水－
試験方法」（JIS B ８２２４）に基づいた測定方法を定めていること
を記録確認した。さらに、蒸気発生器（２次側）及び脱気器の水位を
維持し湿式保管していること並びに蒸気タービン及び湿分分離加熱器
に除湿器を設置し乾式保管していることを現場確認した。 

「１号機所内電源設備点検作業中の人身事故に対する根本原因分析
等の実施状況」については、根本原因分析チームが本店制定の「根本
原因分析実施基準」に基づいて関係者のコミュニケーションや実際に
取られた行動から問題点を抽出し、事象関連図に具体的かつ可能な限
り定量的に記入していること、作業段階毎に人・作業・設備（環境）
に係る問題点を要因整理表を用いて整理していること、要因整理表を
ベースとして要因関連図を作成していること、特定した組織要因に対
して取るべき再発防止対策について検討するとともに対策案の効果を
評価し、改善対策提言表を作成していること等を記録確認した。また
根本原因分析チームから提言された組織要因に対する対策案をもとに
ＲＣＡ推進会議（以下「根本原因分析推進会議」という。）が対策実
施計画を作成し、平成２６年１０月２３日に安全・品質保証部長の承
認を得ていることを記録確認した。さらに、対策実施計画で特定され
た組織要因「安全文化（常に問いかける姿勢の不足）」に対する改善
対策を安全文化醸成活動としても実施することを聴取により確認し
た。 

「安全文化醸成活動の実施状況」については、安全文化の方針を含
めた品質方針（案）を安全・品質保証部長が作成し、発電本部長の確
認と社長の承認をもって決定していること、平成２５年度安全文化醸
成活動総合評価結果を社長に報告し指示を受けていること並びに本店
組織及び川内原子力発電所において、社長によるマネジメントレビュ
ー結果などの社長コミットメントを反映した平成２６年度の安全文化
醸成重点活動計画を策定し、周知していることを記録及び聴取により
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確認した。また、本店組織及び川内原子力発電所において、平成２６
年度上期における安全文化醸成状態及び安全文化醸成重点活動の取り
組み状況の期中評価を「原子力安全文化醸成活動管理基準」に基づい
て実施していることを記録確認した。さらに、経営者層の積極的な関
与の下に事業者として行われている安全文化醸成活動の取り組み状況
等を確認するため、保安規定第４条「保安に関する組織」に定められ
ている管理責任者（発電本部長）等に対してインタビューを実施した。 

「燃料貯蔵施設の管理の実施状況」については、技術課作成の計画
に従い、保修課が新燃料、使用済燃料等をあらかじめ定められた場所
に貯蔵していることを記録確認した。また、当直課長が使用済燃料ピ
ットの水位及び水温を１日１回確認していることを記録確認した。さ
らに、１号機の燃料貯蔵施設において、技術課員（燃料担当）が「燃
料管理基準」に基づいて新燃料貯蔵庫、使用済燃料ピット等を巡視し、
新燃料・使用済燃料等の貯蔵状況等について確認し、その結果を「巡
視点検チェックシート」に記録していることを現場確認した。 

抜き打ち検査として実施した「放射線監視用計測器の管理の実施状
況」については、保安規定で要求されているモニタリングポスト及び
モニタリングステーションを周辺監視区域境界付近において確保し、
空気吸収線量等を測定していることを記録及び現場立会により確認し
た。また、空気吸収線量率測定装置（低線量系モニタ）の線量率注意
警報及び線量率高警報の設定値の根拠について確認した結果「原子力
発電所放射線モニタリング指針」（JEAG４６０６－２００３）の考え
方に基づいて設定していること、周辺放射線監視装置定期点検標準作
業手順書（低線量系モニタ点検）に記載している性能試験（NaI（Tℓ）
シンチレーション検出器・低線量測定装置・γ線スペクトロメータ）
及び総合性能試験の判定基準の根拠について確認した結果、メーカー
の規格等に基づいて設定していることを記録確認した。さらに、モニ
タリングポスト（ＰＣ－２）において、委託点検員が「周辺放射線監
視設備日常整備標準作業手順書」に基づいてＮａＩ（Ｔℓ）シンチレー
ション検出器及び電離箱検出器の空気吸収線量率等の表示値、局舎内
の温度等について確認し、その結果を「日常点検チェックシート（週
例）」に記録していることを現場確認した。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、原子炉設置
者からの施設の運転管理状況の聴取、運転記録の確認、原子炉施設の
巡視、定例試験（１号機非常用ディーゼル発電機（Ａ）起動試験）へ
の立会等を行った結果、特段問題がないことを確認した。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目

に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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(１７／１７) 
発電所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅ 

検査実施期間 １２月３日（水） ～ １２月１６日（火） 

検査項目 １)基本検査項目（下線は保安検査基本方針に基づく検査項目） 

  ①保守管理不備を踏まえた保守管理及び品質保証に係る改善状況 

（追加検査項目含む） 

   1)改善活動の実施状況 

    (ｱ)平成２５年度第４回保安検査等における指摘事項を踏まえた対応状況 

    （不適合の除去状況及び直接原因に対する是正措置の状況等） 

    (ｲ)保全計画作り直しの状況 

  ②不適合管理及び是正処置の実施状況 

  ③抜き打ち検査 

    ・保安教育の実施状況 

 

２）追加検査項目 

 なし 

検査結果 

  

もんじゅの保守管理不備に関し、原子力規制委員会（以下「委員会」という。）
は、平成２４年１２月及び平成２５年５月、独立行政法人日本原子力研究開発
機構（以下「機構」という。）に対し原子炉等規制法に基づく保安措置命令等
を発出した。平成２６年４月、原子力規制庁は、保安検査の結果を踏まえ、も
んじゅの保守管理体制及び品質保証体制の再構築並びに保全計画の見直しが
未だ途上であり、委員会からの命令に対して適切に対応する必要があるとの認
識を示したところである。 

こうした状況を踏まえ、平成２６年度第２回保安検査（以下「前回保安検査」
という。）に引き続き、今回の保安検査において、平成２５年度第４回保安検
査等における指摘事項（以下「保安検査における指摘事項」という。）を踏ま
えた改善状況を確認した。また、保全計画作り直しの状況、不適合処置及び是
正処置の実施状況に加え、抜き打ち検査として保安教育の実施状況等について
確認した。 

以下に、主な検査の概要を示す。 
 

①保守管理不備を踏まえた保守管理及び品質保証に係る改善状況 
(ア) 平成２５年度第４回保安検査等における指摘事項を踏まえた対応状況 
○配管支持構造物の再点検 

窒素雰囲気下にあり、これまで点検や健全性評価が全く行われていなかっ
た原子炉容器室内の配管支持構造物に対する健全性評価が実施されている
こと、配管支持構造物の再点検中に発見された「配管支持構造物の支持部の
割りピンの欠損」等の不適合事象に係る不適合処置が実施されていることを
確認した。しかしながら、常時窒素雰囲気下にはない一部の配管支持構造物
が未点検の状態でありながら対応が行われていなかったことに対する要因
分析が是正処置計画※１に適切に反映されていることが確認できなかった。ま
た、根本原因分析※２（以下「ＲＣＡ」という。）の結果から提言された再発
防止対策が是正処置計画に適切に反映されていることが確認できなかった。
今後、これらの是正処置計画への反映及びそれを踏まえた是正処置が適切に
進められていくことを保安検査等において確認していく。 
※１ 是正処置計画とは、不適合の原因を特定し、その再発防止を図るために策定され

る計画をいう。 

※２ ＲＣＡは、平成２５年５月の委員会からの命令に基づき実施されたものであり、

その内容については、同年１２月に機構から委員会へ提出された当該命令に基づ

く報告書を確認していく中で、その適切性を確認していく。 

 

○保全の有効性評価の不備等 
平成２５年度第４回保安検査での保全の有効性評価の不備に係る指摘※３



 

 

- 36 - 

について、その改善状況を確認したところ、各課の是正処置計画において、
直接要因分析の掘り下げ方、再発防止対策の内容、ＲＣＡ結果の反映状況に
ばらつきが見られ、要因分析や再発防止対策の検討が適切に行われたことが
確認できなかった。今後、直接要因分析及び再発防止対策に係る検討、ＲＣ
Ａ結果の是正処置計画への反映が行われ、是正処置が適切に進められていく
ことを保安検査等において確認していく。 

 ※３ 「機器冷却系冷凍機Ａ出口フロン温度検出器」等の外観点検の妥当性に関する保

全の有効性評価において、外観点検を実施していないにもかかわらず、特性試験

の際に同時に外観を見ることができるとして、外観点検の判定基準を満足すると

評価する等、保全の有効性評価が適切に実施されていないことを指摘。 

 
○ナトリウム漏えい監視用ＩＴＶ設備の運転管理及び保守管理の不備につ

いて 
前回保安検査において、「機構が現在実施中の保全計画改善作業において、

ＩＴＶ設備の故障が頻発している事実を認知しながら点検間隔を延長した
保全の有効性評価の見直しを行わず、妥当であると評価していた」と指摘し
た。今回の保安検査において、その改善状況を確認したところ、保全の有効
性評価結果の再チェックが行われたことについては確認できたものの、指摘
を踏まえた原因分析等の是正処置が行われていることについては確認でき
なかった。今後、これらの是正処置の状況について、保安検査等で確認して
いく。 
 

(イ) 保全計画作り直しの状況 
保全計画作り直しの状況について確認したところ、「保全計画改善実施計

画書」、「点検計画改善作業計画書」等に基づき、最終的なレビュー中であ
ることを確認した。 

また、平成２５年度第４回保安検査での平成２５年７月～９月まで実施し
たもんじゅ組織を挙げた点検計画のチェックの不備に係る指摘について、そ
の改善状況を確認したところ、ＲＣＡの結果から提言された再発防止対策１
４項目のうち６項目が保全計画の作り直し作業に反映されていることを確
認した。しかしながら、残りの８項目については、既に対策済みであるとの
説明が機構からあったが、その妥当性は確認できなかった。今後、その妥当
性について、保安検査等で確認していく。 
 

②不適合管理及び是正処置の実施状況 
不適合管理及び是正処置の実施状況について確認したところ、不適合管理の

一環である保修票の発行が頻発していることを踏まえ、不適合管理及び是正処
置の更なる改善に向けて、保修に係るデータを分析するために事象分類等を行
っていることを確認した。また、不適合管理の改善として、不適合管理委員会
のメンバーを増強するとともに、ＣＡＰ（是正処置プログラム）情報連絡会及
び是正処置確認会を導入したことを確認した。しかしながら、新たな会議体を
導入することに伴う意思決定責任の曖昧化やこれに伴う職員の負荷の増大等
が懸念されることから、今後、こうした取組が有効に機能しているかを含め、
改善に向けた取組状況について、保安検査等で確認していく。 

       
③抜き打ち検査 

２次系ナトリウム漏えいに係る訓練計画について確認したところ、本来計画
されていた訓練に加え、ＩＴＶ設備が故障して使えないことを想定した訓練を
追加し、訓練を実施していることを訓練記録等により確認した。今回の訓練内
容の追加は、課長指示により行われたものであるが、訓練計画の変更の手続き
が規定に照らして適切に行われたか否かについて、今後の保安検査等で確認し
ていく。 

 
今回の保安検査では、保安措置命令発出後の平成２５年１２月以降の保安検

査における指摘事項に対する機構の改善状況を確認したものであるが、保安規
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定違反となる事項は認められなかったものの、保安検査における指摘事項に関
して、多くの項目について対策が完了していないことが確認された。今回の保
安検査で確認できなかった検査項目については、今後、保安検査等において、
機構の取組み状況を確認する。 
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別表１－２：保安規定違反（監視）について 
 

発電所 件数 保安規定違反の概要 

東 京 電 力

株 式 会 社

福 島 第 二

原 子 力 発

電所 

１件 

☆ 

【件名 電源機能等喪失時の体制の整備に係る保安活動の一部実
施不備について】 
平成２６年度第３回保安検査において、電源機能等喪失時の体制

の整備に係る保安活動の実施状況について確認したところ、必要な

資機材の配備計画が策定されておらず、同計画に基づく活動の定期

的な評価及び評価の結果に基づく必要な措置が講じられていなか

った。 

保安規定第１７条の２（電源機能等喪失時の体制の整備）におい

て、必要な資機材の配備計画の策定と、同計画に基づく活動の定期

的な評価及び評価の結果に基づく必要な措置が要求されており、当

該条項に不履行があったもの。 

事業者が定める「原子力災害対策マニュアル」においては、電源

機能喪失時における必要な要員の配置、訓練について記載されてい

たが、必要な資機材の配備計画の策定や、同計画に基づく活動の定

期的な評価及び評価の結果に基づく必要な措置について明確に記

載されていなかった。そのため、必要な資機材の配備計画が策定さ

れておらず、同計画に基づく活動の定期的な評価及び評価の結果に

基づく必要な措置も講じられていなかった。 

保安規定に基づく保安活動が十分ではなかったものの、緊急安全

対策として必要な資機材が配備されており、要員の配置と、訓練が

計画的に実施されているため、原子力安全に及ぼす影響は軽微なこ

とから「監視」と判断する。 

事業者は、改善案として、保安規定第１７条の２（電源機能等喪

失時の体制の整備）で規定されている必要な資機材の配備計画の策

定及び同計画に基づく活動の定期的な評価及び評価の結果に基づ

く必要な措置について、「原子力災害対策マニュアル」等に明確に

定め、それに基づき保安活動を実施することとしている。原子力規

制庁としては、今後保安検査等において事業者によるマニュアルの

改訂とそれに係る保安活動の実施状況について確認していくこと

とする。 
四 国 電 力

株 式 会 社

伊 方 発 電

所 

１件 

☆ 

【件名 伊方発電所における記録の紛失及び不適合管理の不備に
ついて】 
平成２６年度第２回保安検査において事業者に保安規定第１３

２条（記録）で規定されている記録が適切に保存されているかを確

認するよう指導したところ、事業者から第３回保安検査期間中に、

同条の規定により記録として作成・保存している「放射性固体廃棄

物処理実績票」が約６，５００件のうち３件で所在が確認できない

こと、「固体廃棄物貯蔵庫保管実績票」が約２，８００件のうち４

件で記載項目に抜けがあるとの報告があった。 

記載項目に抜けがある４件については原因を確認したところ、平

成２３年３月１日に「固体廃棄物貯蔵庫保管実績票」の紛失が確認

された際の不適合処置として、放射性固体廃棄物の作業の都度にデ

ータを入力する固体廃棄物管理システム（同条の記録の対象外）か

ら記録の再作成を実施しているが、全ての記載項目を再作成してい

ないとの説明があった。 

本事象は、記録に紛失及び記載項目の抜けが発生している７件が

保安規定第１３２条（記録）、また記載項目に抜けがある４件が不

適合管理の不備であることから第３条８．３（３）ａ（不適合管理）
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（凡例） ☆：保安検査期間 

 ◇：保安検査期間外 

  

の規定に違反しているものと判断する。 

一方、紛失した３件及び記載項目に抜けがある４件の記録は、固

体廃棄物管理システムを用いて再作成できたこと、放射性固体廃棄

物の管理業務に支障をきたしていないこと、記録の紛失に伴って記

録を再作成する場合は再作成できる全ての記載項目を再作成する

よう周知されており、原子力安全に及ぼした影響はなかったことか

ら「監視」と判断する。 
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別表１－３：安全確保上重要な行為の保安検査について 

 

 

  

発電所 安全確保上重要な行為の保安検査 検査実施期間 

東北電力 女川 1 号機 

海水系統切替え時の保安検査 2014/9/12 ～ 2014/10/17 

燃料取替え時の保安検査（燃料取出） 2014/11/7 ～ 2014/11/28 
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別表１－４：東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対する 

平成２６年度第３回保安検査 検査項目及び検査結果 
 

発電所名 東京電力株式会社福島第一原子力発電所 

検査実施期間 １２月３日（水） ～ １２月１６日（火） 

検査項目 １）基本検査項目 

①マネジメントレビューの実施状況 

②放射性廃棄物管理の実施状況 

③業務の計画・管理の実施状況 

④巡視点検の実施状況（抜き打ち検査 

⑤過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況 

 

２）追加検査項目 

なし 

検査結果 

（報告書の総

合評価部分を

抜粋） 

今回の保安検査では、マネジメントレビューの実施状況、放射性廃棄物

管理の実施状況、業務の計画・管理の実施状況、巡視点検の実施状況（抜き

打ち検査）及び過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況を基本検査項目

として検査を実施した。 

 

マネジメントレビューの実施状況は、平成２６年度の保安検査実施方針

に基づく検査項目であり、平成２６年４月１日の福島第一廃炉推進カンパニ

ー設立による組織変更後、それら組織に対する初めてのレビューが行われた

ことから、今回の保安検査では、廃炉・汚染水対策に係る部門の本年度の活

動方針、取組み状況及びマネジメントレビューの実施状況として「要員管理、

予算管理、労働環境に関する管理責任者（廃炉・汚染水対策最高責任者）（以

下「管理責任者」という。）の行うレビュー（平成２６年度第１回）」、「平

成２６年度上期発電所長の行うレビュー」及び「平成２６年度上期管理責任

者の行うレビュー」について確認した。 

発電所長の行うレビューについては、平成２６年度上期の品質マネジメ

ントシステムの状態がインプット、レビューされており、「品質マネジメン

トシステム（以下「ＱＭＳ」という。）に影響を及ぼす可能性のある変更」

として、「プロジェクトの体制評価」をインプットしており、組織変更によ

る課題の抽出及び、改善案の検討を行うため、今後、アンケートを実施する

計画であること等を、レビュー資料により確認した。 

所長の行うレビューのアウトプットについては、「危険予知能力を総合

的に発揮する仕組み、状況が変化した場合に立ち止まり、適切に評価・検討

を行う仕組みを考えること」、「企業倫理について、対象を社員だけに限定

せず、福島第一原子力発電所で働く作業員の意識も含めて分析し、報告でき

るような手段を検討すること」及び「原子力固有のリスクに対する意識が向

上したか否かを評価できるよう検討すること」が指示されていることを、レ

ビューに係る記録により確認した。 

管理責任者の行うレビューのうち、「要員管理、予算管理、労働環境に

関するレビュー」においては、将来的な要員管理に当たり、福島第一廃炉推

進カンパニー内で要員が適正に配置できるよう、原子力・立地本部と協働し

て要員計画策定のための審議が行われており、「中期要員計画（案）」が作

成されていること並びに今後の福島第一廃炉推進カンパニーとしての意思

決定プロセス及び「要員計画」作成までの詳細スケジュールを明確にすると

ともに、精査方法を検討していること等を、レビューに係る資料により確認

した。 

「平成２６年度上期管理責任者の行うレビュー」においては、発電所長

の行うレビューの内容（「安全文化を醸成するための活動の実施状況」、「是
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正処置、予防処置の状況」、「関係法令の遵守状況」、「監査の結果」等）

がインプット、レビューされ、管理責任者のアウトプットとしては、「ＱＭ

Ｓに影響を及ぼす可能性のある変更」に対して「福島第一廃炉推進カンパニ

ー設立に伴う組織変更の影響について確認し、現体制における課題を抽出

し、是正していくこと」、関係法令の遵守状況に対して「共有すべき事項に

ついては、ミーティング等を活用し、経営層と情報共有を図ること」、外部

からの指摘・提言への対応に対して「外部からの指摘について、平成２７年

３月までの進捗を整理すること」が指示されていることを、レビューに係る

記録により確認した。 

以上の確認結果から、マネジメントレビューの実施状況については、適

切なインプットに基づいたレビューが実施され、具体的なアウトプットが指

示されており、指摘すべき不備な事案は認められなかった。 

 

放射性廃棄物管理の実施状況は、平成２６年度の保安検査実施方針に基

づく検査項目であり、今回の保安検査では、瓦礫等の管理が適切に行われて

いるか確認した。 

敷地境界実効線量の低減に係る活動については、高線量廃棄物に係る固

体廃棄物貯蔵庫の新設及び一時保管エリア間での移動等が計画され、それぞ

れの進捗状況が管理されていること、敷地内での一時保管エリアの設定につ

いては、瓦礫等の発生量の予測から必要性を判断し、候補地に関する敷地境

界までの距離、面積及び、整地等の要否に基づく選定をレイアウトに関する

会議体で行った上で設定していることを、会議資料等により確認した。 

また、瓦礫等の一時保管場所の選別のため、作業所管グループが実施し

ている表面線量率の測定について、抜き取り対象とした工事件名に関し、管

理・校正された線量計で測定していること、一部の高線量瓦礫を除き、廃棄

物所管グループが、バックグラウンドの影響の少ないエリア等で、確認のた

めの測定を行っていることを、測定に係る記録により確認した。 

さらに、瓦礫等に係る保管管理の実施状況については、巡視、保管量の

確認、空間線量率の測定等の各項目が、マニュアルに基づき実施されている

こと、エリアの区画、線量率の掲示、積載高さの管理等が実施されているこ

と及び検査官による表面線量率の測定結果が、エリア受入目安線量率を超え

ていないことを、現場において抜き取りで確認した。 

以上の確認結果から、放射性廃棄物管理の実施状況については、計画的

な一時保管エリアの設定、線量等の特性に応じた管理が実施されており、指

摘すべき不備な事案は認められなかった。 

 

業務の計画・管理の実施状況は、「第二セシウム吸着装置ブースターポ

ンプ自動停止」（以下「事象１」という。）、「ＤエリアＤ－Ｄ５タンク連

結弁閉止板からの滴下漏えい」（以下「事象２」という。）等のトラブルが

発生していることから、事象１及び事象２に係る業務について、計画・管理

が適切に実施されているか確認した。 

事象１に係る業務については、当該事象に係る誤操作が行われた設備の

改造工事について、当該工事に係る計画については、作業着手に先立ち工事

計画担当者、協力企業担当者等が、施工要領書を用いて工事内容、工事計画

等を確認していること、日々の作業内容等については、作業予定表・指示書

に記載されている他、日々実施するミーティングにおいてあらかじめ確認さ

れていること、また、ポンプ停止の原因となった弁閉止等の安全処置（安全

処置希望日、隔離状態等を含む。）については、社内マニュアルに基づき、

設備保守部門からから設備管理部門に対して事前に実施の申請がなされ、審

査・承認を受けたことを、申請・許可に係る記録等により確認した。 

事象２に係る業務については、タンクの製造から運用、管理に係る業務

は、タンク製造担当グループが、使用前検査完了後に、運用、管理部門へ、

インサービスの準備が完了（使用前検査完了）したこと及び使用承認申請が



 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力規制委員会により承認（タンク使用可能）され次第、別途連絡する旨

報告していること、並びに移送を行う場合、移送先については、一部使用承

認後に、使用タンクを決定する部門から運用、管理部門へ、使用するタンク

を指定していることを、連絡文書等により確認した。なお、事象２は、バウ

ンダリーである連結弁が完全な閉状態ではなく微開状態であったことが原

因であったことから、通水前に実際に弁を操作して開閉状態を確認すること

並びに閉止板のトルク管理及び通水前養生を実施することとしていること

を確認した。 

事象１及び事象２とも、対策を含め、不適合管理においてフォローされ

ていることを、不適合管理に係る記録により確認した。 

以上の確認結果から、工事の計画・管理の実施状況については、取り上

げた２件の過去の不具合に関して、計画・管理面での改善が実施されており、

指摘すべき不備な事案は認められなかった。 

 

巡視点検の実施状況は、平成２６年度に実施計画が変更認可され、安全

確保設備等として追加された、増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設

備の試運転について、社内マニュアルに基づき巡視点検を実施していること

を記録により確認した。 

当該設備の巡視点検は業務委託しており、その運転員の力量については、

所管グループが要求事項を定め、満足していることを確認していること、具

体的な巡視点検方法については、社内マニュアルに記載されている巡視点検

経路図に従い、触手及び目視により、定められた点検項目について巡視点検

していることを、巡視点検に係る記録等により確認するとともに、巡視点検

に立会い確認した。 

以上の確認結果から、増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設備の

巡視点検の実施状況 (抜き打ち検査)については、関連するマニュアルに基

づき、適切な力量を持った運転員によって実施されており、指摘すべき不備

な事案は認められなかった。 

 

過去の違反事項（監視）に係る改善措置状況は、過去の違反事項（監視）

に係る改善措置状況は、本年度第１回保安検査における保安規定違反（監視）

「４０００トンノッチタンク群からの堰外漏えい」について、事業者の改善

措置状況を確認した。 

ノッチタンク群に貯留している堰内雨水の移送を進めているものの、雨

水ＲＯ（逆浸透膜）処理濃縮塩水及びＲＯ処理設備等で処理できない汚染水

の貯留設備としても活用しており、移送が全て完了していないこと、また、

溶接型タンクへのリプレースを検討しているが、それまでは、当初の設置目

的である「緊急時の一時的な貯留設備」以外の活用が続けられること等から、

今後も確認を継続していく。 

 

以上の検査結果から、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に
係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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別表１－５：実施計画違反（監視）について 
 

 
（凡例） ☆：保安検査期間 

       ◇：保安検査期間外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所 件数 実施計画違反の概要 

東京電力

株式会社

福島第一

原子力発

電所 

１件 

◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【件名 配管未接続部からの多核種除去設備処理水漏えい

について】 

平成２６年１２月１７日、東京電力福島第一原子力発電所におい

て、多核種除去設備処理水をＪ６－Ａ１タンクへ移送開始したとこ

ろ、移送配管の系統構成が誤っていたため、Ｊ５エリアとＪ６エリ

アとの間の、施工中の配管終端の開口部から最大約６ｍ３の処理水

( Cs-134：検出限界値未満(<2.3×10
-1

Bq/L Cs-137:4.5×10
-1

Bq/L
   

全β：1.1×10
2 
Bq/L トリチウム ：8.8×10

5 Bq/L）が堰外へ漏え

いする事象が発生した。 

移送配管の系統構成は、承認された移送手順書にしたがって行わ

れたが、手順書では、上流の施工中配管の弁を「閉」状態にすべき

ところ、「開」状態にするよう誤って記載されていた。 

当該手順書は、移送を所管する水処理運営第四グループ員が、配

管施工を所管する水処理運営第二グループから提供された複数枚

の関係図面に基づき作成したが、提供された関係図面は弁や配管分

岐等がわかりやすく記載された配管計装線図ではなく、現場で配管

等の敷設時に用いる配管施工図面であった。 

移送手順書は、配管計装線図に基づいて作成されることが一般的

であるが、東京電力福島第一原子力発電所ではタンクの設置作業が

逼迫し配管計装線図の作成が恒常的に遅れており、配管施工図面等

を使って移送手順書を作成せざるを得ないのが実態である。 

事業者は、このような状況においては、手順書の不備等による不

具合発生の可能性があることを認識していながら、これを排除する

ための追加の確認プロセスを手順として明確にしていなかった。こ

れは、業務の計画にあたり、第 3 条 7．1(3) b）で定める、「業務・

特定原子力施設に特有な、プロセス及び文書の確立の必要性、並び

に資源の提供の必要性」において、プロセス確立の必要性が組織と

して明確化されていたとはいえない。 

今回の事象は、漏えい水は多核種除去設備の処理水であり、放射

性物質の濃度が低く、原子力安全への影響の程度は小さいため、実

施計画違反(監視)と判定する。 
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核燃料施設等に係る保安検査結果報告 

 

別表２－１：平成２６年度第３回保安検査 検査項目及び検査結果 

 
【加工事業者（１/６)】 

１．事業者名 日本原燃株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：日本原燃株式会社 濃縮・埋設事業所（加工施設） 

②加工の方法：ウラン濃縮 

③最大処理能力：１，８９０ｔＵ/年（濃縮度５％以下） 

④事業開始年月：平成３年９月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２５日～１１月２８日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設内の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・非常時の措置等に係る実施状況 

・放射性廃棄物管理の実施状況 

・施設定期自主検査等の実施状況 

うち重点検査項目 

・非常時の措置等に係る実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「非常時の措置等に係る実施状

況」、「放射性廃棄物管理の実施状況」及び「施設定期自主検査

等の実施状況」を検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保

安活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められ

なかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、加工

事業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認、加工施

設の巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段

問題がないことを確認した。 

 

 

  

別添２ 
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【加工事業者（２/６)】 

１．事業者名 三菱原子燃料株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

1. ①名称：三菱原子燃料株式会社 

②加工の方法：再転換、成形（加圧水型軽水炉用） 

2. ③最大処理能力： 

４７５ｔＵ／年（濃縮度５％以下）（転換） 

４４０ｔＵ／年（濃縮度５％以下）（成形） 

④事業開始年月：昭和４７年１月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月４日～１１月７日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・核燃料物質の管理状況 

・安全文化の醸成活動の実施状況 

・放射線管理の実施状況 

・初期消火活動に係る取組状況 

うち重点検査項目 

・核燃料物質の管理状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「核燃料物質の管理状況」等を

検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保

安活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められ

なかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、加工

事業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認、施設の

巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題

がないことを確認した。 
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【加工事業者（３/６)】 

１．事業者名 原子燃料工業株式会社  

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：原子燃料工業株式会社 東海事業所（加工施設） 

②加工の方法：成形（沸騰水型軽水炉用） 

③最大処理能力：２５０ｔＵ／年（濃縮度５％以下） 

④事業開始年月：昭和５５年１月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２５日～１１月２８日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・核燃料物質の管理の実施状況 

・加工施設の操作の実施状況 

・火災予防対策の実施状況 

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

うち重点検査項目 

・加工施設の操作の実施状況 

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「加工施設の操作の実施状況」

及び「不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」等を検

査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保

安活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められ

なかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、加工

事業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認、施設の

巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題

がないことを確認した。 
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【加工事業者（４/６)】 

１．事業者名 株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャ 

パン  

②加工の方法：成形（沸騰水型軽水炉用） 

③最大処理能力：７５０ｔＵ／年（濃縮度５％以下） 

④事業開始年月：昭和４５年８月 

３．検査実施期間 平成２６年１２月８日～１２月１１日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

・非常時の措置に係る計画等の実施状況 

・初期消火活動に係る計画等の実施状況 

うち重点検査項目  

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「不適合管理、是正処置及び予

防処置の実施状況」等を検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保

安活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められ

なかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、加工

事業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認、施設の

巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題

がないことを確認した。 
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【加工事業者（５/６)】 

１．事業者名 原子燃料工業株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

②加工の方法：成形（加圧水型軽水炉用） 

③最大処理能力：３８３ｔＵ／年（濃縮度５％以下） 

④事業開始年月：昭和４７年９月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１０日～１１月１３日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

・放射性固体廃棄物の減容処理の実施状況 

・施設定期自主検査の実施状況 

うち重点検査項目 

・不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「不適合管理、是正処置及び予

防処置の実施状況」、「放射性固体廃棄物の減容処理の実施状

況」及び「施設定期自主検査の実施状況」について現場立入り、

物件検査、関係者への質問により、保安規定の遵守状況を検査

した。 

ウラン物性分析用の白金製試料皿等の所在不明事象について

は、現在までの調査の視点、調査計画とその実施結果から得ら

れた課題からの再発防止対策の内容の整理状況を確認した。 

また、管理不備を指摘する熊取町に投書があった①平成２６

年２月２１日の設備改造工事中に従事者の内部被ばくがあった

件、②第１加工棟の加工施設の撤去工事において一部埋設配管

が放置されている件、③モリブデン製のウラン搬送皿が所在不

明となっている件についても、「不適合管理、是正処置及び予

防処置の実施状況」の中でその対応状況について検査を実施し

た。 

各検査項目については、検査の結果、保安規定に基づき保安

活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、施設

の巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問

題がないことを確認した。 
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【加工事業者（６/６)】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：独立行政法人日本原子力研究開発機構 人形峠環境技

術センター（加工施設） 

②加工の方法：ウラン濃縮 

③最大処理能力：２００ｔＵ／年（濃縮度５％以下） 

④事業開始年月：昭和６３年３月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２６日～１１月２８日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

加工施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

○基本検査項目 

・非常の場合に採るべき措置の実施状況 

・初期消火活動のための体制の整備状況 

・施設定期自主検査の実施状況 

・内部監査の実施状況 

うち重点検査項目 

・内部監査の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「非常の場合に採るべき措置の

実施状況」、「初期消火活動のための体制の整備状況」及び「施

設定期自主検査の実施状況」等について、現場確認の手法も取

り入れて検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保

安活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められ

なかった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、加工

事業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認及び施設

の巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問

題がないことを確認した。 
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【試験研究用等原子炉設置者（１／６）】 

１．事業者名 株式会社東芝 

２．事業所名 株式会社東芝原子力技術研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月３日～１２月４日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への聴

取により保安検査を実施した。 

（１）プロセス型検査 

・平成２５年度におけるＮＣＡの実験（燃料貯蔵ラック模擬

臨界実験等）に係る運転管理の実施状況について  

（２）逐条型検査  

・燃料管理  

 

５．検査結果の概要 プロセス型検査として、平成２５年度において行われたＮＣＡ

の実験（燃料貯蔵ラック模擬臨界実験等）に係る運転管理の実施

状況について、保安規定の遵守状況を検査した。 

また、逐条型検査として、燃料管理について検査を行った。 

 検査の結果、各検査項目について、保安規定に基づいて保安活

動が実施されており、検査を行った範囲においては、保安規定違

反となる事項は認められなかった。 
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【試験研究用等原子炉設置者（２／６）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 原子力科学研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１０月２７日～１１月６日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への聴

取により保安検査を実施した。 

（１）保安検査項目 

① 保安検査における指摘事項の対応状況 

➁ 固体廃棄物処理設備の保守管理状況 

③ 教育（力量等の確保）への取組状況 

（２）重点検査項目 

① 保安検査における指摘事項の対応状況 

➁ 固体廃棄物処理設備の保守管理状況 

５．検査結果の概要 上記の各検査項目のうち「固体廃棄物処理設備の保守管理状況」

では、以下のとおり「監視」となる事項が確認された。 

 

○監視となる事項 

①高減容処理施設における防護活動手引について 

金属溶融設備及び焼却・溶融設備に関して、当該施設は、

放射性廃棄物を処理する運転（ホット運転）が可能な状態で

あったが、保安規定第１編第５条（規則等の制定、改定及び

廃止）第１項で所長が、保安規定を履行するために定める規

則等のうち（２）原子力科学研究所事故対策規則に基づき、

施設毎に定める必要がある防護活動手引のうち、高減容処理

施設の防護活動手引において、核燃料物質等で汚染された物

を扱う場合の火災対応が未整備であったことが確認された。 

 

これら施設に関しては、ホット運転が可能な状態ではある

が、これまで核燃料物質等で汚染された物を扱っていないこ

とを踏まえて「監視」と判定する。 

 

なお、上記施設の運転に関して、平成２６年１２月２６日

に金属溶融設備及び焼却・溶融設備について、運転を休止す

ることについて保安規定変更認可申請がされた。 

 

その他、保安規定違反となる事項は認められなかったものの、

前回までの保安検査において指摘した事項について必要な改善が

行われていなかったことから、以下のとおり指摘した。また、指

摘事項については、事業者において必要な対応をすることとなっ

た。 

 

○その他指摘事項 

①保安管理部の役割・機能について 

原科研の保安活動に関して、所長を補佐する立場にある保

安管理部が、原科研の各施設における保安検査の指摘事項へ

の対応状況の把握及び調整等の責務を十分に果たせておら

ず、また、保安管理部に対する指摘事項についての検討にお

いて記録の作成が不十分なことが確認されたことを踏まえ
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て、以下の点について必要な改善を図ること。 

・保安管理部が必要な責務を果たせていなかったことに関

し、原科研として検討体制を整えた上で、必要な改善を

図ること。 

・原科研として改善計画を検討するための体制を整え、必

要な計画を立案し、実行される改善活動の実施状況を把

握し、必要に応じて改善計画等の見直しを図ること。 

 

また、上記の指摘を踏まえて、具体的な事項として主に以

下の点について改善するよう指摘した。 

・不適合管理を実施する仕組み等の構築について、不適合

事象の評価を速やかに実施するとともに、実効的な不適

合管理の仕組みに関し、継続的に検討を行うこと。 

・施設全体が老朽化していることに関し、組織全体として

必要な対策を講じること。 

・放射性固体廃棄物等の一時保管については、安全対策等

の必要な措置を講ずるとともに許認可手続きを速やかに

実施すること。 

 

以上に関し、所長は、上記が適切に実施されるよう、必要な資

源の投入、改善活動の進捗状況の把握等について、理事長と調整

の上、必要な責務を果たすこと。 

 

 

 

 

  



 

54 

 

【試験研究用等原子炉設置者（３／６）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 大洗研究開発センター（北地区） 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１０日～１１月１４日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への聴

取により保安検査を実施した。 

 

（１）保安検査項目 

① JMTR 第 3 排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性物質の漏えいにつ

いて 

② 保安検査における指摘事項等の対応状況（使用施設の保安検

査における指摘事項の水平展開等を含む） 

③ 新規制基準を踏まえた対応の実施状況 

④ 運転管理及び力量確保の実施状況 

 

（２）重点検査項目 

① JMTR 第 3 排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性物質の漏えいにつ

いて 

②  保安検査における指摘事項等の対応状況（使用施設の保安検

査における指摘事項の水平展開等を含む） 

 

５．検査結果の概要 上記検査の結果、「JMTR 第 3 排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性

物質の漏えいについて」及び「運転管理及び力量確保の実施状況」

に関して、保安規定違反となる事例が確認された。 

 

○保安規定違反の事項  

JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)においては、同排水系の老朽化に

よる不具合に伴い廃水が滞り、平成２５年６月２０日に廃樹

脂貯槽液面の液面高の警報が作動し、その後、１年以上にわ

たり警報が作動し続け、保安規定第５編第５３条（警報が作

動した場合の措置）第１項に定める警報措置が作動した場合

の措置として、状況及び原因に係る調査は行われていたが、

原因の除去及び異常の拡大防止等の措置が適切に講じられて

いなかったことが確認された。 

このため、平成２６年９月１１日に当該貯槽から放射性物

質を含む汚染水が建家内１階（非管理区域）へ漏えいし、非

管理区域への放射性物質の漏えいとして、原子炉等規制法に

基づく原子力規制委員会への法令報告事象に繋がったことが

確認された。 

また、当該警報発報に関して、保安規定第１編第３６条（業

務報告）第５号に定める異常の発生及びその措置の状況につ

いて、四半期ごとに所長等へ報告すべきところ、その報告が

適切に履行されていなかったことが確認された。 

 

上記のことから、これらについては、「保安規定違反」と判定す

る。 

 

その他、保安規定違反となる事項は認められなかったものの、

以下のとおり指摘した。また、指摘事項については、事業者にお

いて必要な対応をすることとなった。 

 



 

55 

 

○その他指摘事項 

①JMTR におけるトラブル対応について 

平成２４年以降、JMTR で連続して発生している法令報告事象を

含むトラブル等の措置が適切に実施されていないことから、以

下の事項について必要な改善を図ること。 

・放射性廃液の漏えいについて、速やかに安全確保のための措

置を講ずること。 

・恒久的対策について、必要な予算措置を考慮した実施計画を

示すこと。 

 

②組織の改善について 

JMTR におけるトラブル対応に係る検査において、必要な取組が

各課で閉じられ、課長より上位の職位にある者が状況を把握し

ていないこと等、組織として不適合管理等の対応が適切になさ

れていないことが確認され、その結果、必要な安全確保対策が

結果として長期に渡り取られていない状態が続いており、組織

が機能不全に陥っているおそれがあると考えられることから、

以下の事項について大洗研究開発センター全体として必要な改

善を図ること。 

・必要な機能を果たせるよう組織の改善に取り組むこと。 

・上記組織の改善に際して、特に不適合の仕組みの改善やトラ

ブルの対応については、改善を検討するための体制を整え早期

に改善を図ること。 

・上記については、検討対象を大洗研究開発センターとするこ

と。 

 

③JMTR の保全計画等について 

 平成１９年に策定された改修計画に関して、計画の策定 段

階において、機器の高度化、安全機能の重要性の観点や予算の

制約を考慮したが、施設の保全の観点が考慮されていなかった

ため、全ての原子炉施設を検討対象としていないことが確認さ

れた。また、平成２４年以降、JMTR で発生した法令報告事象を

含むトラブル等は、当該改修計画に含まれていない設備であり、

当該改修計画が十分なものではなかった可能性がある。さらに

平成２６年３月に策定された保全計画に関しては、平成２４年

に発生した法令報告事象を踏まえ、一部が検討対象とされたが、

全ての原子炉施設を検討対象としていなかったことが確認され

た。 

以上を踏まえ、安全確保を最優先とし、施設の老朽化に対する

措置を十分に考慮して施設の今後の在り方を検討すること。 

 

④その他 

・放射性固体廃棄物等の管理等に関して、安全対策等の必要な

取組及び許認可手続を計画どおりに実施すること。 

 

・警報発報時の記録に関して、記録及びその保存はできている

ものの、当該記録義務の趣旨が十分に理解されていないため、

策定された手引き等が適切なものとなっていないことから、必

要な見直しを図ること。 

 

・新規制基準に係る教育訓練に関しては、一定の教育は行われ

ているが、上記の警報の記録義務の主旨が十分に理解されてい

ない等、新規制基準について十分に理解されているとは考えら



 

56 

 

れないことから、新規制基準に係る教育訓練を継続的に実施す

ること。 

 

上記の対応が適切に実施されるよう、大洗研究開発センター所長

は、必要な資源の投入、改善活動の進捗状況の把握等、責任をもっ

て対応すること。また、大洗研究開発センターの保安活動に関して、

所長を補佐する立場にある安全管理部が必要な責務を果たせてい

なかったことに関し、大洗研究開発センターとして検討体制を整え

た上で、必要な改善を図り、上記の実施主体となって対応すること。

さらに、事業の遂行に責任を有する役員に報告した上で、法人とし

て対応すること。 

 

 

 

 

 

  



 

57 

 

【試験研究用等原子炉設置者（４／６）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 大洗研究開発センター（南地区） 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２６日～１１月２７日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への聴

取により保安検査を実施した。 

 

（１）保安検査項目 

① 使用施設の保安検査における指摘事項の水平展開等 

② 運転管理及び力量確保の実施状況 

③ 新規制基準を踏まえた対応の実施状況 

 

（２）重点検査項目 

① 使用施設の保安検査における指摘事項の水平展開等 

５．検査結果の概要 上記検査の結果、各検査項目について、検査を行った範囲におい

ては、保安規定違反となる事項は認められなかった。  

なお、保安検査において改善が必要と認められることから、下記

のように指摘した。 

 

①不適合管理の仕組みの改善やトラブル対応については、独立行政

法人原子力研究開発機構大洗研究開発センター（北地区）での平

成 26年度第 3回保安検査における指摘事項を踏まえて、大洗研究

開発センター全体の問題として捉えて対応すること。 

 

②平成 26 年度第 2 回保安検査で第 1 回保安検査に引き続き指摘し

た、最終的に廃棄施設に廃棄する前段階であって、これから廃棄

しようとするもの（原子炉等規制法上の放射性廃棄物とする前段

階のもの、以下「廃棄物の仕掛品」という。）が施設内に一時保

管と称して、長期に亘り計画性が無く保管しているものの保管場

所等に関する見直しについて、安全対策などの必要な取組及び許

認可手続きを計画どおりに実施すること。 

  

③新規制基準に係る教育訓練に関して、新規制基準を踏まえた一定

の教育が実施されているものの、北地区の保安検査で指摘された

事項を踏まえ継続的に実施すること。 
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【試験研究用等原子炉設置者（５／６）】 

１．事業者名 学校法人近畿大学 

２．事業所名 近畿大学原子力研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１３日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質

問とともに、日々実施している原子炉施設の巡視等についても保

安検査として実施した。 

（１） 保安検査項目（基本検査） 

① プロセス型検査 

・放射線管理の実施状況 

・放射性廃棄物管理の実施状況 

② 逐条型検査 

・核燃料管理の実施状況 

 （２）重点検査項目 

・原子炉施設立入者に対する避難誘導体制の取組状況 

①  抜き打ち型検査（インタビュー形式） 

・保健物理班長の職務状況 

 

５．検査結果の概要 上記検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、

保安活動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認

められなかった。 

 保安検査実施期間の日々の保安状況については、施設の巡視等

を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題が無いこ

とを確認した。 
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【試験研究用等原子炉設置者（６／６）】 

１．事業者名 国立大学法人京都大学 

２．事業所名 京都大学原子炉実験所 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２０日～１１月２１日 

４．検査の概要 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設への立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質

問により保安検査を実施した。 

（１）保安検査項目 

・ 臨界装置の取扱いの実施状況 

・ 施設定期自主検査、定期的な評価、改造等及び保守業務の実施

状況 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「臨界装置の取扱いの実施状況」

並びに「施設定期自主検査、定期的な評価、改造等及び保守業務

の実施状況」を検査項目として、現場立入り、関係者への聞き取

り及び資料確認によって検査を実施した。 

各検査項目について、検査の結果、保安規定に基づき保安活動

が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の運転管理状況については、施設の巡視等

を行った範囲において、特段問題がないことを確認した。 

 

 

 

  



 

60 

 

【再処理事業者（１／２）】 

１．事業者名 日本原燃株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：日本原燃株式会社 再処理事業所 

②再処理の方法：湿式法（ピューレックス法） 

③最大処理能力：８００t･Upr/年（４．８t･Upr/日） 

④事業開始年月：平成１１年１２月 

（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設） 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１日～１２月１２日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問等により、保安規定の遵守状況を確認する

とともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、再

処理施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

（i）基本検査項目 

（１）検査項目 

・ 内部監査の実施状況 

・ 不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

・ 平成２６年度第１回及び第２回保安検査における指摘事項

の改善状況 

・再処理施設の操作の実施状況 

（２）重点検査項目 

・ 内部監査の実施状況 

・ 不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

・ 平成２６年度第１回及び第２回保安検査における指摘事項

等の改善状況 

（３）逐条検査項目 

  なし 

（４）フォローアップ検査項目 

  なし 

 

５．検査結果の概要  今回の保安検査においては、「内部監査の実施状況」、「不適

合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」、「平成２６年度第

１回及び第２回保安検査における指摘事項の対応状況」及び「再

処理施設の操作の実施状況」を検査項目として検査を実施した。 

 検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安

活動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められなか

った。 

なお、保安検査における指摘事項を踏まえ、今後事業者におい

て主に以下の対応が実施されることとなった。 

・保全計画の運用の見直し等について、設備・機器等の性能の

維持管理に必要なルール化や作業が計画通りに進んでいな

い状況であることから、今回、組織として適切な対応を進め

るために体制の見直しを行い、見直された実施体制のもと

で、まずは現在運転している設備に係る見直しを進める等、

設備の重要度に応じた優先順位も検討した上で、点検頻度の

あり方、日常管理のあり方等の保全計画の見直しを速やかに

進める。 

・新規制基準に関する体系的な教育計画及び教育の実施につい

ては、安全審査対応者に対して「再処理施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則」についての教育が開始されてい

たが、保安組織に属する要員の全てを対象とした「再処理施

設の性能に係る技術基準に関する規則」等、施設を運用して

いく上で必要な教育に係る見直しが進められていない状況

であり、運営管理部における進捗管理も十分に実施されてい
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ない状況であったことから、保安組織に属する要員の全てを

対象とした実効性のある教育を実施するための改善を運営

管理部主導の下、速やかに行う。 

・内部監査における指摘事項等に対する処置について、監査部

門による結果の取り纏めはなされているものの進捗管理が

実施されておらず、内部監査で指摘を受けた事項に対する対

応が担当課において進められていない事例も見つかったこ

とから、処置の進捗と計画の変更について管理方法を明確に

すると共に定期的に実施状況を報告する等の改善を速やか

に行う。 

・内部監査の計画について、内部監査実施計画の変更時期等が

明確にルール化されておらず、規程に基づいて計画の変更が

必要だったにも係わらず見直しがなされていない状況であ

ることから、計画変更を確実とするための改善を速やかに行

う。 
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【再処理事業者（２／２）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所及び施設の概要 

 

①名称：独立行政法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル

工学研究所（再処理施設） 

②再処理の方法：湿式法（ピューレックス法） 

③最大処理能力：２１０ｔU/年（０．７tU/日） 

④事業開始年月：平成１７年１０月 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１０日～１１月２１日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、

物件検査、関係者質問等により、保安規定の遵守状況を確認す

るとともに、日々実施している運転管理状況の聴取、記録確認、

再処理施設の巡視等についても保安検査として実施した。 

(i)基本検査項目 

（１）検査項目 

・運転管理の状況 

・保安教育の状況 

・廃棄物管理の状況 

・管理区域等の管理状況 

・放射性気体廃棄物等の放出管理状況 

・工程管理の実施状況 

・非常事態の措置 

（２）重点検査項目 

・運転管理の状況 

・保安教育の状況 

・廃棄物管理の状況 

（３）逐条検査項目 

なし 

（４）フォローアップ項目 

（１）の検査項目のうち、主に運転管理の実施状況、保

安教育の状況及び廃棄物管理の状況に関してフォローアッ

プを行った。 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、｢運転管理の状況｣等を検査項目と

して検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目について、保安規定に基づき、保安活

動が実施されており、保安規定違反となる事項は認められなか

った。 

なお、保安検査における指摘事項を踏まえ、今後事業者にお

いて、主に以下の対応が実施されることとなった。 

・不適合事象、事故・トラブル等に対し、各事業所をまたぐ

水平展開が必要と考えられる事象があるにも関わらず、十

分な対応がされていないことが確認されたことから、その

重要度に応じたフォローを適切に実施し、実効性のある保

安活動となるように改善を図るなど、安全・核セキュリテ

ィ統括部の役割を整理し、品質保証システムの改善を図る。 

・現在の保安組織においては、複数の部に関連する事象等が

発生した場合に、これに対応するための組織等がないため、

組織的な対応が進め難い状況が確認されたことから、不適

合事象等の水平展開が迅速に実施できるよう関係規則等の

見直し、改正を行う。また、水平展開を行うことが困難な

場合は、それぞれの事象に応じた委員会等を活用して的確

な判断が出来るようにする。 

・施設の経年劣化等に関する情報共有、対策等について、暫
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定的に品質保証会議が中心となり対策等を実施している

が、各部で対応に差がある等、十分に機能していないこと

から、品質保証会議について、保安管理部の役割との関係、

核燃料サイクル工学研究所全体での組織の見直し、責任と

権限の明確化等に関して年度内を目途に検討し、保安規定

の変更等の検討を進める。また、経年劣化に係る取組につ

いては、各部署の取組について状況を確認することとして

おり、その際、部署間で整合性を持った対策が検討、実施

されているか確認するとともに、対応が不十分と思われる

状況が確認された場合には、改善を図るようフォローして

行く。 

・施設の経年劣化に起因する放射性物質の漏えい事象が頻発

している状況を踏まえ、特殊放射線作業計画立案時に経年

劣化に係る対応状況について確認することにより、再処理

施設全域において一貫性のある被ばく低減化対策が図られ

るように取り組む。また、汚染マップ等作業エリア管理に

係るきめ細かな情報を収集するとともに、作業エリア区分

の見直し等改善を検討して行く。 

・安全・核セキュリティ統括部長、核燃料サイクル工学研究

所長及び再処理センター長は、上記についての対応を適切

に実施するために、必要な資源の投入、改善活動の進捗状

況の把握等、責任をもって対応する。 
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【使用者（１／１５）】 

１．事業者名 ニュークリア・デベロップメント株式会社 

２．事業所名 ニュークリア・デベロップメント株式会社 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１５日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①運転管理の実施状況 

②新規制基準を踏まえた対応の実施状況 

うち、重点検査 

①運転管理の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、｢運転管理の実施状況｣、及び「新

規制基準を踏まえた対応の実施状況」を検査項目として、資料確

認及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかった。 
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【使用者（２／１５）】 

１．事業者名 原子燃料工業株式会社 

２．事業所名 原子燃料工業株式会社 東海事業所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況について確認した。 

○基本検査 

①運転管理の実施状況 

②不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

うち、重点検査 

①不適合管理、是正処置及び予防処置の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「運転管理の実施状況」及び「不適

合管理、是正処置及び予防処置の実施状況」を検査項目として、

資料確認及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては保安規定違反とな

る事項は認められなかった。 
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【使用者（３／１５）】 

１．事業者名 日本核燃料開発株式会社 

２．事業所名 日本核燃料開発株式会社 

３．検査実施期間 平成２６年１２月９日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①不適合管理、トラブル対策の取組状況 

②運転管理の実施状況 

③放射性廃棄物管理の実施状況 

うち重点検査 

①不適合管理、トラブル対策の取組状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「不適合管理、トラブル対策の取組

状況」、｢運転管理の実施状況｣、及び「放射性廃棄物管理の実施状

況」を検査項目として、資料確認及び聴取等によって検査を実施

した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかった。 
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【使用者（４／１５）】 

１．事業者名 株式会社東芝 

２．事業所名 株式会社東芝 原子力技術研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月５日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定

の遵守状況の確認を行った。 

○基本検査 

①Ｎ２８－２の施設・設備の保守、点検及び維持管理に係る

業務の実施状況について 

②保安上特に管理を必要とする設備等の操作（不適合管理に

係る実施状況を含む） 

③新規制基準に対応した保安規定の内部規定の整備状況等 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「Ｎ２８－２の施設・設備の保守、

点検及び維持管理に係る業務の実施状況について」、「保安上

特に管理を必要とする設備等の操作（不適合管理係る実施状況

を含む）」及び「新規制基準に対応した保安規定の内部規定の

整備状況等」を検査項目として、資料確認及び聴取等によって

検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反

となる事項は認められなかった。 
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【使用者（５／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１０月２７日～１１月６日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①保安検査における指摘事項の対応状況 

②固体廃棄物処理設備の保守管理状況 

③運転管理の実施状況 

うち、重点検査 

①保安検査における指摘事項の対応状況 

②固体廃棄物処理設備の保守管理状況 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「保安検査における指摘事項の対応

状況」、「固体廃棄物処理設備の保守管理状況」及び「運転管理の

実施状況」を検査項目として、関係者及び聴取等によって検査を

実施した。 

 

その結果、保安検査を行った範囲において、上記の各検査項目

のうち「固体廃棄物処理設備の保守管理状況」では、以下のとお

り「監視」となる事項が確認された。 

 

○監視となる事項 

①高減容処理施設における防護活動手引について 

金属溶融設備及び焼却・溶融設備に関して、当該施設は、

放射性廃棄物を処理する運転（ホット運転）が可能な状態で

あったが、保安規定第１編第５条（規則等の制定、改定及び

廃止）第１項で所長が、保安規定を履行するために定める規

則等のうち（２）原子力科学研究所事故対策規則に基づき、

施設毎に定める必要がある防護活動手引のうち、高減容処理

施設の防護活動手引において、核燃料物質等で汚染された物

を扱う場合の火災対応が未整備であったことが確認された。 

 

これら施設に関しては、ホット運転が可能な状態ではある

が、これまで核燃料物質等で汚染された物を扱っていないこ

とを踏まえて「監視」と判定する。 

 

なお、上記施設の運転に関して、平成２６年１２月２６日

に金属溶融設備及び焼却・溶融設備について、運転を休止す

ることについて保安規定変更認可申請がされた。 

 

その他、保安規定違反となる事項は認められなかったものの、

前回までの保安検査において指摘した事項について必要な改善が

行われていなかったことから、以下のとおり指摘した。また、指

摘事項については、事業者において必要な対応をすることとなっ

た。 

 

○その他指摘事項 

①保安管理部の役割・機能について 

原科研の保安活動に関して、所長を補佐する立場にある保

安管理部が、原科研の各施設における保安検査の指摘事項へ

の対応状況の把握及び調整等の責務を十分に果たせておら
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ず、また、保安管理部に対する指摘事項についての検討にお

いて記録の作成が不十分なことが確認されたことを踏まえ

て、以下の点について必要な改善を図ること。 

・保安管理部が必要な責務を果たせていなかったことに関

し、原科研として検討体制を整えた上で、必要な改善を

図ること。 

・原科研として改善計画を検討するための体制を整え、必

要な計画を立案し、実行される改善活動の実施状況を把

握し、必要に応じて改善計画等の見直しを図ること。 

 

また、上記の指摘を踏まえて、具体的な事項として主に以

下の点について改善するよう指摘した。 

・不適合管理を実施する仕組み等の構築について、不適合

事象の評価を速やかに実施するとともに、実効的な不適

合管理の仕組みに関し、継続的に検討を行うこと。 

・施設全体が老朽化していることに関し、組織全体として

必要な対策を講じること。 

・放射性固体廃棄物等の一時保管については、安全対策等

の必要な措置を講ずるとともに許認可手続きを速やかに

実施すること。 

 

以上に関し、所長は、上記が適切に実施されるよう、必要な資

源の投入、改善活動の進捗状況の把握等について、理事長と調整

の上、必要な責務を果たすこと。 
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【使用者（６／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２５日～１１月２７日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①保安検査における指摘事項の対応状況 

②新規制基準等の法令改正に係る教育の改善 

③運転管理の実施状況 

うち、重点検査 

①保安検査における指摘事項の対応状況 

②運転管理の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「保安検査における指摘事項の対

応状況」、「新規制基準等の法令改正に係る教育の改善」及び「運

転管理の実施状況」を検査項目として、資料確認及び聴取等によ

って検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかったものの、以下のとおり指摘した。ま

た、指摘事項については、事業者において必要な対応をすること

となった。 

 

①放射性固体廃棄物等の管理等について 

平成２６年度第１回保安検査において指摘した放射性固体

廃棄物等の管理については、核サ研として計画的に実施する

こととしているが、当該計画に基づく安全対策の実施や進捗

管理が各課任せになっており、フォローアップができていな

い。当該計画を進めるに当たって、組織として進捗状況を確

実に把握、適切なフォローアップができる仕組みを構築し、

適切な管理下において実施すること。 

 

②不適合管理等について 

平成２６年６月に発生したプルトニウム燃料技術開発セン

ター（以下「プルセンター」という。）におけるグローブボ

ックスからの漏えい事象に関して、当該センター内において

は必要な処置が行われているものの、当該事象に係る他部署

への水平展開に相当の時間を要していることから、必要な安

全対策を迅速にできるよう、必要な見直しを図ること。 

また、不適合管理については、各センター（環境技術開発

センター、プルセンター）、部単位においては、見直しすべ

き点はあるものの、一定の不適合管理が行われているが、各

センター、部によりその対応に差が生じている場合も散見さ

れる。再処理施設を含む核サ研の施設は、老朽化が進んでい

ることや核燃料物質を取り扱う施設の特徴を踏まえた対応が

必要であることから、施設の安全性を向上させるために、適

切な力量を持った者（組織）が判断し、より実効的な不適合

管理を実施できる仕組みを検討すること。 

 

③新規制基準に係る教育について 

各センター、部において、新規制基準に係る教育訓練等に

関して、一定の教育は行われているが、その実施内容等が担
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当課任せになっており、また、組織として教育内容、講師の

力量及び教育の有効性の評価が適切に行われていなかった。

各施設の特徴を踏まえつつ、組織的に連携して、必要な教育

を継続的に実施できる仕組みを検討すること。 

 

④各センター・部を超えた事案に対応するための体制について  

上記３項目の指摘事項の共通要因として、技術的観点から

の横断的な組織としての機能が不足していることが考えられ

る。このため、各センター、部を超えた技術的検討やそのフ

ォローアップを適切に実施するための仕組みを検討するこ

と。 

なお、使用施設の保安組織には、本社の安全・核セキュリ

ティ統括部の関与がない仕組みとなっており、他の拠点で発

生した不適合等に対して適切に対応するため、保安組織のあ

り方について検討することが望ましい。 

 

上記について、核燃料サイクル工学研究所長は、適切に実施さ

れるよう、必要な資源の投入、改善活動の進捗状況の把握等、責

任をもって対応すること。 
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【使用者（７／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

大洗研究開発センター（北地区） 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１０日～１１月１４日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、保安規定

の遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①JMTR第３排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性物質の漏えい 

②保安検査における指摘事項の対応状況 

③運転管理の実施状況 

④新規制基準を踏まえた対応の実施状況 

うち、重点検査 

①JMTR第３排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性物質の漏えい 

②保安検査における指摘事項の対応状況 

  

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)建屋内

での放射性物質の漏えい」、「保安検査における指摘事項の対応状

況」、「運転管理の実施状況」及び「新規制基準を踏まえた対応の

実施状況」を検査項目として、資料確認及び聴取等によって検査

を実施した。 

その結果、「JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)建屋内での放射性物質の

漏えい」に関して、「保安規定違反」と判断される事項が確認され

た。 

 

○保安規定違反の事項 

JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)においては、同排水系の老朽化に

よる不具合に伴い廃水が滞り、平成２５年６月２０日に廃樹

脂貯槽液面の液面高の警報が作動し、その後、１年以上にわ

たり警報が作動し続け、保安規定第５編第２８条（警報が作

動した場合の措置）第１項に定める警報措置が作動した場合

の措置として、状況及び原因に係る調査は行われていたが、

原因の除去及び異常の拡大防止等の措置が適切に講じられて

いなかったことが確認された。 

このため、平成２６年９月１１日に当該貯槽から放射性物

質を含む汚染水が建家内１階（非管理区域）へ漏えいし、非

管理区域への放射性物質の漏えいとして、原子炉等規制法に

基づく原子力規制委員会への法令報告事象に繋がったことが

確認された。 

また、当該警報発報に関して、保安規定第１編第３５条（業

務報告）第５号に定める異常の発生及びその措置の状況につ

いて、四半期ごとに所長等へ報告すべきところ、その報告が

適切に履行されていなかったことが確認された。 

 

上記のことから、これらについては、「保安規定違反」と判

定する。 

 

その他、保安規定違反となる事項は認められなかったものの、

以下のとおり指摘した。また、指摘事項については、事業者にお

いて必要な対応をすることとなった。 

○その他指摘事項 

①JMTR におけるトラブル対応について 

平成２４年以降、JMTR で連続して発生している法令報告
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事象を含むトラブル等の措置が適切に実施されていないこ

とから、以下の事項について必要な改善を図ること。 

・放射性廃液の漏えいについて、速やかに安全確保のため

の措置を講ずること。 

・恒久的対策について、必要な予算措置を考慮した実施計

画を示すこと。 

 

②組織の改善について 

JMTR におけるトラブル対応に係る検査において、必要な

取組が各課で閉じられ、課長より上位の職位にある者が状

況を把握していないこと等、組織として不適合管理等の対

応が適切になされていないことが確認され、その結果、必

要な安全確保対策が結果として長期に渡り取られていない

状態が続いており、組織が機能不全に陥っているおそれが

あると考えられることから、以下の事項について大洗研究

開発センター全体として必要な改善を図ること。 

・必要な機能を果たせるよう組織の改善に取り組むこと。 

・上記組織の改善に際して、特に不適合の仕組みの改善や

トラブルの対応については、改善を検討するための体制

を整え早期に改善を図ること。 

・上記については、検討対象を大洗研究開発センターとす

ること。 

 

③JMTR の保全計画等について 

 平成１９年に策定された改修計画に関して、計画の策定 

段階において、機器の高度化、安全機能の重要性の観点や

予算の制約を考慮したが、施設の保全の観点が考慮されて

いなかったため、全ての原子炉施設を検討対象としていな

いことが確認された。また、平成２４年以降、JMTR で発生

した法令報告事象を含むトラブル等は、当該改修計画に含

まれていない設備であり、当該改修計画が十分なものでは

なかった可能性がある。さらに平成２６年３月に策定され

た保全計画に関しては、平成２４年に発生した法令報告事

象を踏まえ、一部が検討対象とされたが、全ての原子炉施

設を検討対象としていなかったことが確認された。 

以上を踏まえ、安全確保を最優先とし、施設の老朽化に

対する措置を十分に考慮して施設の今後の在り方を検討す

ること。 

 

④その他 

・放射性固体廃棄物等の管理等に関して、安全対策等の必

要な取組及び許認可手続を計画どおりに実施すること。 

 

・警報発報時の記録に関して、記録及びその保存はできて

いるものの、当該記録義務の趣旨が十分に理解されてい

ないため、策定された手引き等が適切なものとなってい

ないことから、必要な見直しを図ること。 

 

・新規制基準に係る教育訓練に関しては、一定の教育は行

われているが、上記の警報の記録義務の主旨が十分に理

解されていない等、新規制基準について十分に理解され

ているとは考えられないことから、新規制基準に係る教

育訓練を継続的に実施すること。 
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上記の対応が適切に実施されるよう、大洗研究開発センター

所長は、必要な資源の投入、改善活動の進捗状況の把握等、責

任をもって対応すること。また、大洗研究開発センターの保安

活動に関して、所長を補佐する立場にある安全管理部が必要な

責務を果たせていなかったことに関し、大洗研究開発センター

として検討体制を整えた上で、必要な改善を図り、上記の実施

主体となって対応すること。さらに、事業の遂行に責任を有す

る役員に報告した上で、法人として対応すること。 
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【使用者（８／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

大洗研究開発センター（南地区） 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１８日～１１月２１日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①保安検査における指摘事項の対応状況 

②運転管理の実施状況 

③新規制基準を踏まえた対応の実施状況 

④不適合管理及び設備の保守管理の実施状況 

うち、重点検査 
①保安検査における指摘事項の対応状況 

  

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「保安検査における指摘事項の対

応状況」、｢運転管理の実施状況｣、「新規制基準を踏まえた対応

の実施状況」、及び｢不適合管理及び設備の保守管理の実施状況｣

を検査項目として、資料確認及び聴取等によって検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目について、検査を行った範囲において

は、保安規定違反となる事項は認められなかったものの以下のと

おり指摘した。また、指摘事項については、事業者において必要

な対応をすることとなった。  

 

①不適合管理の仕組みの改善やトラブル対応については、独立

行政法人原子力研究開発機構大洗研究開発センター（北地区）

での平成２６年度第３回保安検査における指摘事項を踏まえ

て、大洗研究開発センター全体の問題として捉えて対応する

こと。 

 

②平成２６年第２回保安検査で第１回保安検査に引き続き指摘

した、最終的に廃棄施設に廃棄する前段階であって、これか

ら廃棄しようとするもの（原子炉等規制法上の放射性廃棄物

とする前段階のもの、以下「廃棄物の仕掛品」という。）が

使用施設内に一時保管と称して、長期に渡り計画性が無く保

管しているものの保管場所等に関する見直しについて、安全

対策などの必要な取組及び許認可手続きを計画どおりに実施

すること。 

 

③核燃料物質の使用等、管理区域内で有意な放射線被ばく又は

汚染を伴う作業に当たっては、(a)取り扱う核燃料物質の種類

及び数量、化学的性状並びに物理的形態、(b)取扱場所、取扱

方法及び条件等を明らかにした「核燃料物質取扱計画書」及

び「放射線作業計画書」を作成することに関し、その内容が

核燃料物質の使用の許可を受けたところに合致することを確

認した結果を明らかにするよう、その手続きの内容を見直す

こと。 

 

④東京電力株式会社福島第一原子力発電所から搬出した核燃料

物質によって汚染された物の取扱いに当たっては、災害防止

の観点から、取扱方法等を明らかにし、核燃料物質の取扱い

に準じて手続きと同様の手続きを取ること。また、核燃料物
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質によって汚染された物については、核燃料物質の使用許可

申請書の記載において、それに含まれる核燃料物質の種類及

び数量、取扱方法（核燃料物質の使用許可の内容に合致しな

いものが搬入された場合の措置を含む）に関し、より明確化

を図ること。 

 

⑤新規制基準に係る教育訓練に関して、新規制基準を踏まえた

一定の教育が実施されているものの、北地区の保安検査で指

摘された事項を踏まえ継続的に実施することを指摘した。 

 

⑥施設管理者が、使用施設等に係る建家又は設備若しくは機器

の修理及び改造を行うときに、施設管理統括者の承認を得る

場合について、組織内で明確に共有すること。 
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【使用者（９／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人産業技術総合研究所 

２．事業所名 独立行政法人産業技術総合研究所 

つくば中央第二事業所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月５日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①貯蔵管理の状況 

➁放射線管理の実施状況 

③運搬の実施状況 

うち、重点検査 

①運搬の実施状況 
 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「貯蔵管理の状況」、「放射線管理の

実施状況」及び「運搬の実施状況」を検査項目として、資料確認、

及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかった。 
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【使用者（１０／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人放射線医学総合研究所 

２．事業所名 独立行政法人放射線医学総合研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１０日 

４．検査の概要 
今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定

の遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①放射線測定の実施状況 

➁放射線管理の実施状況 

③放射性廃棄物管理の実施状況 

うち、重点検査 

①放射性廃棄物管理の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「放射線測定の実施状況」、「放射

線管理の実施状況」及び「放射性廃棄物管理の実施状況」を検

査項目として、資料確認及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反

となる事項は認められなかったものの、以下のとおり指摘した。 

 

・使用済みフィルターを火災対策の観点から、速やかに耐火

性の容器に収納すること。 
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【使用者（１１／１５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

人形峠環境技術センター 

３．検査実施期間 平成２６年１２月３日～１２月５日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定

の遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①非常の場合に採るべき措置の実施状況 

②火災防止対策の実施状況 

③品質マネジメントシステムの実施状況 

うち、重点検査 

①火災防止対策の実施状況 

②品質マネジメントシステムの実施状況 
 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「非常の場合に採るべき措置の実

施状況」、「火災防止対策の実施状況」及び「品質マネジメント

システムの実施状況」を検査項目として、資料確認及び聴取等

によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反

となる事項は認められなかった。 
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【使用者（１２／１５）】 

１．事業者名 公益財団法人核物質管理センター 

２．事業所名 公益財団法人核物質管理センター 六ヶ所保障措置センター 

３．検査実施期間 平成２６年１２月４日～１２月５日 

４．検査の概要 今回の検査では、下記に示す検査項目について保安規定の遵

守状況について確認した。 

○基本検査 

①不適合管理の状況 

②放射線管理の実施状況 

③放射線測定の実施状況 

④保守管理の実施状況 

うち、重点検査 

①不適合管理の状況 

 
５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「不適合管理の状況」、「放射線管

理の実施状況」、「放射線測定の実施状況」及び「保守管理の実

施状況」を検査項目として、資料確認及び聴取等によって検査

を実施した。 

その結果、各検査項目については、保安検査を行った範囲に

おいては、保安規定違反となる事項は認められなかった。 
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【使用者（１３／１５）】 

１．事業者名 公益財団法人核物質管理センター 

２．事業所名 公益財団法人核物質管理センター 東海保障措置センター 

３．検査実施期間 平成２６年１２月２日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①不適合管理、トラブル対策の取組状況 

②運転管理の実施状況 

③放射性廃棄物管理の実施状況 

うち、重点検査 

①不適合管理、トラブル対策の取組状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「不適合管理、トラブル対策の取組

状況」、｢運転管理の実施状況｣、及び「放射性廃棄物管理の実施状

況」を検査項目として、資料確認及び聴取等によって検査を実施

した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかった。  
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【使用者（１４／１５）】 

１．事業者名 国立大学法人東京大学 

２．事業所名 東京大学大学院 工学系研究科原子力専攻 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１９日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定の

遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①核燃料物質の受渡し、運搬実施状況 

②放射性廃棄物管理の実施状況 

うち、重点検査 

①核燃料物質の受渡し、運搬実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「核燃料物質の受渡し、運搬実施状

況」及び「放射性廃棄物管理の実施状況」を検査項目として、現

場立入り、資料確認及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反と

なる事項は認められなかった。 
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【使用者（１５／１５）】 

１．事業者名 国立大学法人京都大学原子炉実験所 

２．事業所名 京都大学原子炉実験所 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２１日 

４．検査の概要 今回の保安検査では、下記に示す検査項目について保安規定

の遵守状況を確認した。 

○基本検査 

①放射線管理の実施状況 

②放射性廃棄物管理の実施状況 

③核燃料管理の実施状況 

 

５．検査結果の概要 今回の保安検査においては、「保守管理の実施状況」及び「核

燃料物質の受渡し、貯蔵、運搬の実施状況」等を検査項目とし

て、資料確認及び聴取等によって検査を実施した。 

その結果、保安検査を行った範囲においては、保安規定違反

となる事項は認められなかった。 

保安検査実施期間中の運転管理状況については、施設の巡視

等を行った範囲においては、特段問題がないことを確認した。 
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【廃棄物埋設事業者（１／２）】 
１．事業者名 日本原燃株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所名称：日本原燃株式会社 濃縮・埋設事業所 

・施設の種類：廃棄物埋設施設 

〔１号廃棄物埋設施設〕 

・事業開始年月：平成４年１２月 

・最大埋設能力：40,960ｍ３ 

（200ﾘｯﾄﾙドラム缶204,800本相当) 

〔２号廃棄物埋設施設〕 

・受入れ開始年月：平成１２年１０月 

・最大埋設能力：41,472ｍ３ 

（200ﾘｯﾄﾙドラム缶207,360本相当) 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１７日～１１月１９日 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・定期的な評価に資する保安活動の実施状況 

・関係法令の遵守の状況 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「定期的な評価に資する保安活動の

実施状況」及び「関係法令の遵守状況」を検査項目として検査を実

施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、廃棄事業

者からの施設の運転管理状況の聴取、記録確認、廃棄物埋設施設の

巡視等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題がな

いことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

85 

 

 

 
【廃棄物埋設事業者（２／２）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

・事業所名称：独立行政法人日本原子力研究開発機構 

       原子力科学研究所 

・施設の種類：廃棄物埋設施設 

・事業開始年月：平成７年１１月 

・最大埋設能力：非固型化コンクリート等廃棄物約2,520m３ 

・平成８年３月廃棄物の定置完了、平成８年９月覆土完了、平成９

年１０月保全段階へ移行 

３．検査実施日 平成２６年１１月１４日 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況について、

施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問により

保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・異常時の処置 

・安全文化醸成活動の実施状況（重点検査） 

・埋設保全区域の管理状況 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「異常時の処置」、「安全文化醸成

活動の実施状況」及び「埋設保全区域の管理状況」を検査項目とし

て検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき保安活動

が実施されており、検査を実施した範囲においては保安規定違反と

なる事項は認められなかった。 

また、保安検査実施期間中の廃棄物埋設施設における日々の管理

状況については、廃棄事業者からの施設の管理状況の聴取、記録の

確認、施設の巡視を行った結果、検査を行った範囲においては、特

段問題がないことを確認した。 
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【廃棄物管理事業者（１／２）】 

１．事業者名 日本原燃株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

・事業所名称：日本原燃株式会社 再処理事業所 

・施設の種類：廃棄物管理施設（仏国、英国からの返還高レベル放

射性廃棄物（ガラス固化体）の管理施設） 

・事業開始年月：平成７年４月 

・最大管理能力：ガラス固化体 2,880本 

・冷却方式：間接自然空冷方式 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１５日～１２月１７日 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・不適合管理の実施の状況 

・非常時等の措置の実施状況 

 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「不適合管理の実施状況」及び「非

常時等の措置の実施状況」を検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については保安規定に基づき保安活動が

実施されており、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

また、保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、事

業者からの施設の運転管理状況の聴取、記録の確認、施設の巡視等

を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題がないこと

を確認した。 
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【廃棄物管理事業者（２／２）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

 

・事業所名称：独立行政法人日本原子力研究開発機構 

   大洗研究開発センター 

・施設の種類：廃棄物管理施設 

・事業開始年月：平成８年３月 

・最大受入れ数量：液体廃棄物9,400m３/年 

固体廃棄物  845m３/年 

・最大管理能力：廃棄体8,559m３ 

       （200ﾘｯﾄﾙドラム缶換算 42,795本相当) 

３．検査実施期間 平成２６年１２月３日～平成２６年１２月５日 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・不適合管理の実施状況（重点検査） 

・放射性廃棄物管理の状況 

・記録及び報告の実施状況（抜き打ち検査） 

 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「不適合管理の実施状況」、「放

射性廃棄物管理の状況」、「記録及び報告の実施状況」を検査項

目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安

活動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認めら

れなかった。 

保安検査実施期間中の廃棄物管理施設の管理状況については、

廃棄物管理事業者からの聴取、記録の確認、施設の巡視等を行っ

た結果、検査を行った範囲においては、特段問題がないことを確

認した。 
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【発電用原子炉設置者（廃止措置中のもの）（１／３）】 

１．原子炉設置者名  日本原子力発電株式会社 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所名称：日本原子力発電株式会社 東海発電所 

・施設の種類：発電用原子炉施設 

・廃止措置計画の認可：平成１８年６月３０日 

（解体届提出：平成１３年１０月） 

・全体工程：平成１３～３７年度 

原子炉領域安全貯蔵  ：平成１３～３０年度 

原子炉領域解体撤去  ：平成３１～３６年度 

原子炉領域以外解体撤去：平成１３～３６年度 

建屋等解体撤去    ：平成３６～３７年度 

（放射能濃度測定及び評価方法の認可：平成１８年９月） 

 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１０日（月）～ １１月１４日（金） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・廃止措置工事管理の実施状況 

・放射性液体廃棄物処理の実施状況 

・保安規定変更条項に係る保安活動の実施状況 

・周辺監視区域設備に対する維持管理状況の確認 

（抜き打ち検査項目） 

 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回の保安検査においては、「廃止措置工事管理の実施状況」、

「放射性液体廃棄物処理の実施状況」、「保安規定変更条項に係る

保安活動の実施状況」及び「周辺監視区域設備に対する維持管理状

況の確認（抜き打ち検査）」を検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の日々の廃止措置管理状況については、発電

用原子炉設置者からの聴取、記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題がないこ

とを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【発電用原子炉設置者（廃止措置中のもの）（２／３）】 

１．原子炉設置者名 中部電力株式会社  

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所名称：中部電力株式会社 

       浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉 

・施設の種類：発電用原子炉施設 

・廃止措置計画の認可：平成２１年１１月１８日 

・全体工程：平成２１～４８年度 

  解体工事準備期間       ：平成２１～２６年度 

  原子炉領域周辺設備解体撤去期間：平成２７～３４年度 

  原子炉領域解体撤去期間    ：平成３５～４１年度 

  建屋等解体撤去期間      ：平成４２～４８年度 

 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２５日、２６日、１２月３日、４日、８日～１１

日 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・調達管理の実施状況 

・安全性向上対策の実施状況 

・保守管理の実施状況 

・１・２号炉所内ボイラー移管の実施状況（抜き打ち検査） 

 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「調達管理の実施状況」、「安全性

向上対策の実施状況」、「保守管理の実施状況」及び「１・２号炉

所内ボイラー移管の実施状況（抜き打ち検査）」を検査項目として

検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の日々の廃止措置管理状況については、発電

用原子炉設置者からの聴取、記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題がないこ

とを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【発電用原子炉設置者（廃止措置中のもの）（３／３）】 

１．原子炉設置者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所及び施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所名称：独立行政法人日本原子力研究開発機構 

       敦賀本部 原子炉廃止措置研究開発センター 

       （ふげん） 

・施設の種類：発電用原子炉施設 

・廃止措置計画の認可：平成２０年２月１２日 

・全体工程：平成１９～４５年度 

使用済燃料搬出期間    ：平成１９～２９年度 

原子炉周辺設備解体撤去期間：平成３０～３４年度 

原子炉本体解体撤去期間  ：平成３５～４３年度 

建屋解体期間       ：平成４４～４５年度 

 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２５日（火）～１１月２８日（金） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・平成２６年９月２６日に変更認可された保安規定の変更状況に係 

る保安活動の実施状況 （敦賀事業本部検査） 

・運用管理状況及び保守管理状況の確認 

・使用済燃料の貯蔵管理状況及び原子炉停止後の恒久措置 

・保全区域の確認（抜き打ち検査） 

 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回の検査においては、「平成２６年９月２６日に変更認可され

た保安規定の変更状況に係る保安活動の実施状況 （敦賀事業本部

検査）」、「運用管理状況及び保守管理状況の確認」、「使用済燃

料の貯蔵管理状況及び原子炉停止後の恒久措置」及び「保全区域の

確認（抜き打ち検査）」を検査項目として検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき各保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の日々の廃止措置管理状況については、発電

用原子炉設置者からの聴取、記録の確認、発電用原子炉施設の巡視

等を行った結果、検査を行った範囲においては、特段問題がないこ

とを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【試験研究用等原子炉設置者（廃止措置中のもの）（１／５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 青森研究開発センターむつ事務所 

３．検査実施期間 平成２６年１２月１６日（火）、１２月１７日（水） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・調達管理の実施状況 

・非常時に対する措置の実施状況 

・線量管理の実施状況(抜き打ち検査) 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査において、基本検査項目として「調達管理の実施

状況」、「非常時に対する措置の実施状況」及び「線量管理の実施

状況（抜き打ち検査)」について検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の廃止措置管理状況については、試験研究用

等原子炉施設への立入り、物件検査、関係者への質問により実施し

た結果、保安規定の遵守状況の検査を実施した範囲では、特段問題

がないことを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【試験研究用等原子炉設置者（廃止措置中のもの）（２／５）】 

１．事業者名 株式会社日立製作所 

２．事業所名 株式会社日立製作所王禅寺センタ 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２６日（水） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・施設の保守・管理状況 

・保安管理 

・非常時の措置 

・被ばく管理（抜き打ち検査） 

 
５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査において、基本検査項目として「施設の保守・管

理状況」、「保安管理」、「非常時の措置」及び「被ばく管理（抜

き打ち検査）」について検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の廃止措置管理状況については、試験研究用

等原子炉施設への立入り、物件検査、関係者への質問により実施し

た結果、保安規定の遵守状況の検査を実施した範囲では、特段問題

がないことを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【試験研究用等原子炉設置者（廃止措置中のもの）（３／５）】 

１．事業者名 学校法人立教学院 

２．事業所名 立教大学原子力研究所 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１９日（水） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・保守管理の実施状況 

・保安教育及び保安訓練の実施状況 

・異常事態対策の実施状況 

・放射線管理の実施状況 
 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査において、基本検査項目として「保守管理の実施

状況」、「保安教育及び保安訓練の実施状況」、「異常事態対策

の実施状況」及び「放射線管理の実施状況」について検査を実施し

た。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の廃止措置管理状況については、試験研究用

等原子炉施設への立入り、物件検査、関係者への質問により実施し

た結果、保安規定の遵守状況の検査を実施した範囲では、特段問題

がないことを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

94 

 

 

【試験研究用等原子炉設置者（廃止措置中のもの）（４／５）】 

１．事業者名 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

２．事業所名 大洗研究開発センター（南地区） 

（重水臨界実験装置に限る） 

３．検査実施期間 平成２６年１１月２７日（木） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・保安検査における指摘事項等の対応状況 

（使用施設の保安検査における指摘事項の水平展開等） 

・廃止措置管理の実施状況 

・放射線作業管理の実施状況（抜き打ち検査） 
 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査においては、「保安検査における指摘事項等の対

応状況（使用施設の保安検査における指摘事項の水平展開等）」、

「廃止措置管理の実施状況」及び「放射線作業管理の実施状況（抜

き打ち検査）」について検査を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の廃止措置管理状況については、試験研究用

等原子炉施設への立入り、物件検査、関係者への質問により実施し

た結果、保安規定の遵守状況の検査を実施した範囲では、特段問題

がないことを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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【試験研究用等原子炉設置者（廃止措置中のもの）（５／５）】 

１．事業者名 国立大学法人東京大学 

２．事業所名 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 

３．検査実施期間 平成２６年１１月１８日（火） 

４．検査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力保安検査官が、保安規定に基づく保安活動の状況につい

て、施設の立入り、記録書類などの物件の検査、関係者への質問に

より、保安検査を実施した。 

（検査項目） 

・運転管理の実施状況 

・放射性廃棄物管理の実施状況 

・不適合管理、トラブル対策の実施状況 

・放射線作業管理の実施状況（抜き打ち検査） 
 

５．検査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の保安検査において、「運転管理の実施状況」、「放射性廃

棄物管理の実施状況」、「不適合管理、トラブル対策の実施状況」

及び「放射線作業管理の実施状況（抜き打ち検査）」について検査

を実施した。 

検査の結果、各検査項目については、保安規定に基づき、保安活

動が適切に実施されており、保安規定違反となる事項は認められな

かった。 

保安検査実施期間中の廃止措置管理状況については、試験研究用

等原子炉施設への立入り、物件検査、関係者への質問により実施し

た結果、保安規定の遵守状況の検査を実施した範囲では、特段問題

がないことを確認した。 

 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項

目に係る保安活動は、良好なものであったと判断する。 
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別表２－２：保安規定違反について 
 

（凡例） ☆：保安検査期間 

 ◇：保安検査期間外 

 
 

原子力施設 件数 保安規定違反の概要 

独立行政法

人日本原子

力研究開発

機構大洗研

究開発研究

セ ン タ ー

（北地区） 

１件 

☆ 

【件名 材料試験炉（JMTR）における保安活動の実施不備】 
平成２６年９月に JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)建屋内において発生

した、放射性物質を含む廃液の漏えいに係る法令報告事象に関連し
て、設備の運転・保守管理等を含む一連のトラブル対応等について
保安規定の遵守状況について確認した。 

 
その結果、JMTR 第３排水系貯槽(Ⅱ)においては、同排水系の老朽

化による不具合に伴い廃水が滞り、平成２５年６月２０日に廃樹脂
貯槽液面の液面高の警報が作動し、その後、１年以上にわたり警報
が作動し続け、保安規定第５編第２８条（警報が作動した場合の措
置）第１項に定める警報措置が作動した場合の措置として、状況及
び原因に係る調査は行われていたが、原因の除去及び異常の拡大防
止等の措置が適切に講じられていなかったことが確認された。 
このため、平成２６年９月１１日に当該貯槽から放射性物質を含

む汚染水が建家内１階（非管理区域）へ漏えいし、非管理区域への
放射性物質の漏えいとして、原子炉等規制法に基づく原子力規制委
員会への法令報告事象に繋がったことが確認された。 
また、当該警報発報に関して、保安規定第１編第３５条（業務報

告）第５号に定める異常の発生及びその措置の状況について、四半
期ごとに所長等へ報告すべきところ、その報告が適切に履行されて
いなかったことが確認された。 

 
以上のことから、これらについては、「保安規定違反」と判定す

る。 
 

独立行政法

人日本原子

力研究開発

機構原子力

科学研究所 

１件 

☆ 

【件名 高減容処理施設の防護手引における火災対応の未整備】 
廃棄物処理場の各施設のうち、高減容処理施設の設備を中心に日

常巡視・点検及び保守管理等の実施状況に関して、保安規定の遵守
状況について確認した。 
 
その結果、金属溶融設備及び焼却・溶融設備に関して、当該施設

は、放射性廃棄物を処理する運転（ホット運転）が可能な状態であ
ったが、保安規定第１編第５条（規則等の制定、改定及び廃止）第
１項で所長が、保安規定を履行するために定める規則等のうち（２）
原子力科学研究所事故対策規則に基づき、施設毎に定める必要があ
る防護活動手引のうち、高減容処理施設の防護活動手引において、
核燃料物質等で汚染された物を扱う場合の火災対応が未整備であ
ったことが確認された。 
 
これら施設に関しては、ホット運転が可能な状態ではあるが、こ

れまで核燃料物質等で汚染された物を扱っていないことを踏まえ
て「監視」（保安規定違反のうち影響が軽微なもの）と判定する。 
 
なお、上記施設の運転に関して、平成２６年１２月２６日に金属

溶融設備及び焼却・溶融設備について、運転を休止することについ
て保安規定変更認可申請がされた。 
 


